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１ 「達成度報告」作成の趣旨 
 

当市は、28 年度を始期とする第二次総合計画前期基本計画を策定し、目指すまちの姿で

ある「選ばれて 住み継がれるまち とおかまち」を達成するため、53 の施策を設けるとと

もに施策の達成状況を確認するため 118 の「まちづくりの目標値」を設定し、点検検証に

よる政策施策の達成と事務事業の更なる水準向上を目指している。 

この達成度報告は、計画内のまちづくり目標値の「達成率」を毎年測定し、PDCA サイク

ルの中の点検検証（Check）に客観性と具体性を持たせることにより、計画の進捗状況を市

民と共有するためのものである。 

 

～ 区分表示について ～ 

 

「まちづくりの目標値」を達成するための目安として、各年度における達成目安を設

定し、目安に基づき評価検証を行っている。 

 

 

評価検証の区分表示（凡例） 
    

区分 内 容 

◎ 【前倒し】：年度達成目安に対し、大幅に進んでいる。 

○ 【順 調】：年度達成目安を達成した。 

△ 【遅 れ】：年度達成目安に対し、遅れている。 

－ 【計測不能】：統計調査の実施時期等により計測不能。 

 

  

 

 

 

２ まちづくりの目標値の達成状況 
  （次頁より、施策別・未来戦略別・行政改革項目別） 
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（１）施策別

　　基本方針１　人にやさしいまちづくり

H28 H29 H32

(c)

0 0

0 1

0 0

0 0

380 380

（H28） （H28~29平均）

346 307.5

（H28） （H28~29平均）

96.8 97.1

98.0 98.2

98.0 98.0

100.0 97.6

97.4 97.6

99.5 99.1

213 217

216 261

24,516 25,387

27,390 26,690

平成30年度の取組状況等

○

双子のつどい、ベビーマッサージなどのイベ

ントに取り組み、平成29年度の目標値を達成

した。引き続き、センター活動やイベントの

周知を図り、利用者数の増加を図る。

健康づ

くり推

進課・

子育て

支援課

施策

3

子育て支援センター利用者数

（単位：人／年）
地域子育て支援センター運営事業 23,645 28,000

平成29年度は、昨年度に引き続き、双子のつど

い、ベビーマッサージなどのイベントに取り組

んだ。

平成29年度は、養成講習会や新たに会員交流会

などのイベント等に取り組み、依頼者登録36

名、提供者登録数7名、両方登録数2名が増加し

た。

◎

新たな会員交流会などのイベント実施や事業

周知により登録者数が増加し、目標値を達成

した。引き続き、事業やイベントの周知を行

い、会員数の増加を図り、子育て支援に取り

組んでいく。

ファミリーサポートセンター運営

事業
209 230

１歳６か月児健康診査受診率

（単位：％）
97.9 98.0

３歳６か月児健康診査受診率

（単位：％）

各種健診を毎月実施し、対象月に欠席しても翌

月に受診ができる。未受診者には、電話や郵便

で次回健診を案内するなど受診率向上に努めて

いる。

○

４か月児健康診査受診率

（単位：％）

新生児・妊産婦訪問指導事業

母子保健相談指導事業

母子健康診査委託事業

乳児健康診査事業

幼児健康診査事業

96.5

97.2 98.0

子育て環境の充実

ファミリーサポートセンターの

登録者数（依頼・提供・両方の計）

（単位：人）

（H28~32平均）

380

健康づ

くり推

進課・

子育て

支援課

施策

2
子育て支援の充実

出生数

（単位：人／年）

地域子育て応援カード事業

地域子育て支援センター事業

ブックスタート事業

放課後児童健全育成事業

子ども医療費助成事業

不妊治療費助成事業

妊産婦医療費助成事業

産後ケア事業

―

平成29年度は、保護者と受託法人及び市が三者

協議会の席で話し合いを進め、平成30年度の２

民営化（中里、松代）への準備を行った。

○

平成30年度の２園民営化（中里、松代）に向

けて、保護者、受託法人、市での三者協議会

での話し合いを行い、順調に準備が進んだ。

引き続き、民営化に向けて進めていく。

（H32民営化予定：千手、水沢）

△

引き続き、不妊治療費助成事業や子ども医療

費助成事業などの助成事業により経済的負担

の軽減を図るとともに、地域子育て応援カー

ド事業や放課後児童健全育成事業などの子育

て支援を実施し、安心して子どもを産み育て

られる環境の整備に取り組む。また、全庁的

に少子化対策に取り組む。

参考（出生数）

H26：381人

H27：349人

H28：346人

H29：269人

母子の健康保持や子育てに関する精神的、経済

的な負担軽減のために、不妊治療費助成事業の

拡大と共に、産後ケア事業の実施や妊産婦医療

費助成の入院に係る一部負担金の無料化を実施

（9月から）。

地域子育て応援カード事業は、引き続き周知等

を行い、利用者が増加した。

ブックスタート事業は、平成29年度は、10か月

児及び１歳６か月児検診受診者への絵本の配布

と10か月児検診受診者への絵本の読み聞かせを

行った。

放課後児童健全育成事業は、保護者の労働等に

より昼間家庭に保護者のいない児童に対し、授

業の終了後適切な遊び及び生活の場を与え、そ

の健全な育成を図るとともに、新たな受入れ先

の整備に取り組み、延べ50,886人の児童の利用

があった。

子ども医療費助成事業は、子どもの医療費（保

険診療分）について、入院費を無料化し、経済

的負担の軽減を図るとともに、疾病の早期発

見・早期治療の促進に取り組み、延べ66,104件

の利用があった。

98.0

待機児童数

（単位：人）

公立保育園改築事業

私立保育園施設整備支援事業

特別保育助成事業

認定こども園運営事業

0 0

●

未来

戦略

子育て

支援課

施策

1
保育・幼児教育の充実

目標値

平成29年度の取組状況

保育士の配置の遅れにより15日間待機児童が

発生したが、保育士の任用が決まっていたこ

とですぐに解消でき、それ以外は待機児童は

発生していない。引き続き、待機児童が発生

しないよう取り組んでいく。

保育園の民営化数（延べ）

（単位：園）
十日町市公立保育園民営化事業 1 4

平成29年度は、保育士の着任が遅れ、15日間待

機児童1人が発生した。

所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目
評価・検証

評価

区分

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d)

まちづくりの目標値の達成状況

○

４か月児、３歳６か月児健康診査受診率は目

標値を達成している。対象月に欠席しても翌

月に受診できるよう体制を整えており、引き

続き受診率が継続できるよう未受診者のフォ

ローを確実に実施していく。

引き続き、母子の健康保持や子育てに関する

精神的、経済的な負担軽減のために、不妊治

療費助成事業や産後ケア事業、妊産婦医療費

助成事業の実施とともに、更なる妊産婦支援

のために30年度から妊婦歯科健診事業、産婦

健康診査事業を開始した。

また、不妊治療費助成事業や子ども医療費助

成事業などの助成事業により保護者の経済的

負担の軽減を図るとともに、地域子育て応援

カード事業や放課後児童健全育成事業などの

子育て支援を実施し、安心して子どもを産み

育てられる環境の整備に取り組む。今後もこ

のような取り組みも含め、全庁的に少子化対

策に取り組む。

H30：292人（見込み）

部名

市民

福祉

部

市民

福祉

部

市民

福祉

部

2



（１）施策別

　　基本方針１　人にやさしいまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目
評価・検証

評価

区分

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d)

まちづくりの目標値の達成状況

部名

小学校 小学校 小学校 小学校

53.0 53.0

53.0 52.6

中学校 中学校 中学校 中学校

50.0 50.0

50.2 50.5

小学校 小学校 小学校 小学校

0.48 0.44

0.23 0.60

中学校 中学校 中学校 中学校

4.34 3.91

4.86 4.09

小学校 小学校 小学校 小学校

93.3 94.2

ー 82.0

中学校 中学校 中学校 中学校

85.3 86.5

ー 78.5

小学3~6年生 小学3~6年生 小学3~6年生 小学3~6年生

96.8 96.8

94.8 95.0

中学生 中学生 中学生 中学生

88.8 88.8

88.7 90.1

44.4 47.1

37.0 37.0

各調理現場において積極的な地元農産物使用の

継続実施。里山プロジェクトとの共催による給

食フェアを実施。

学校給食地産地消推進事業 41.7 55.0

学校教

育課

施策

5

特色ある教育活動の推

進

住む地域や十日町市が好きと思う 児

童生徒の割合（単位：％）

（十日町市小中一貫教育取組評価の質

問）

学校給食における地元農産物

（対象：野菜・キノコ）使用割合

（単位：％）

△

使用可能な地元農産物の十分な量の確保が困

難となり目標値を下回った。目標達成に向け

て、最盛期の農産物の加工、地産池消コー

ディネーターによる友好的な農産物の活用を

図る。

△

小学３～６年生では目標値より下回ったが、

中学生では目標値を達成した。引き続き、ふ

るさとの自然や文化等を活用した学習活動を

実施するほか、市内小５～中３の児童生徒全

員に配布した地域の魅力などを学ぶための

「ふるさと教材」を活用して、郷土愛の醸成

に取り組む。

― 90.0

―

●

96.8 96.8

88.8 88.8

英語を話せるようになるために勉強し

たいと思う児童生徒の割合（単

位：％）

（小学校５・６年生と中学校全学年を対

象に行う「外国語活動・英語アンケー

ト」より）

英語教育推進事業

英語教育推進事業（キッズ英語遊び塾、イング

リッシュキャンプ、英語ボランティアガイド養

成講座、土曜英会話寺子屋塾等）の内容を工夫

し、実施した。

学力向上専門監事業（県義務教育課）やハブス

クール事業（健康等学校教育課）と連携し、教

職員研修を充実させた。
85.0

ふるさと信濃川教室

ふるさと学習推進事業（ふるさと

学習、妻有焼体験学習、和装教育

等）

ふるさとの自然や文化等を活用した学習活動を

通じて、郷土愛の醸成に取り組んだ。

0.52 0.30

4.77

・不登校対応嘱託指導主事と県教委事業不登校

対応専任教員とで、主に中学校に対し不登校へ

の適切な対応のための訪問指導を複数回行っ

た。

・各校からの不登校月例報告をもとに分析を行

い、校長会等で実態を知らせ啓発に努めたり、

不登校対応マニュアルを作成し各校の活用につ

なげた。

・県不登校対策検討会議座長・新潟大学院教

授、神村栄一氏による不登校対策研修会を年3回

実施。

2.60

49.9 50.0

不登校である児童生徒の割合

（単位：％）

小中一貫教育推進事業

教育相談事業
△

学校教

育課

施策

4
学校教育の充実

全国学力標準検査（ＮＲＴ）で全学

年・全教科の児童生徒の平均偏差値

指導力向上等推進事業

学力向上対策事業

学力調査等の分析に基づき、各校へ情報提供、

並びに、学校訪問や校長会・教頭会で指導・助

言を行った。

授業力向上研修や若手教員サポート事業等で、

教職員の指導力向上を図った。

子どもの学びの場づくりとして、寺子屋塾事業

を継続・実施した。

52.9 53.0

○

小学校では目標値を下回った結果となった

が、課題とされてきた中学校の学力が伸びて

きている。教職員の指導力向上のための研修

の充実、学校訪問による支援、教育相談班と

の連携によるメディアコントロールの取り組

みの推進による家庭学習の確立など取り組ん

でいく。

小学校では不登校児童の割合が増加した。ま

た中学校では減少したものの、目標値には達

していない。不登校対応嘱託指導主事と県教

委事業不登校対応専任教員との学校訪問を積

極的に行い、改善を図る。

－

H30.4月に目標値改訂のため、基準値、H29

年度達成目安の設定がなく、達成率「－」と

する。

英語教育推進事業の実施や英語科授業力養成

講座等による英語科教員の指導力向上を図

り、引き続き、児童・生徒の英語力の向上を

図る。

平成30年度は夏野菜の冷凍加工保存と、地産

地消コーディネータの活用に取り組んでい

る。これらの取り組みにより、夏期に最盛期

を迎える野菜の有効活用と生産者団体の情報

共有や地場野菜の品質向上が図られることで

地場産野菜の使用率向上に努めている。

昨年に引き続きふるさと信濃川教室を実施し

たほか、小5～中3の児童生徒全員に配布した

ふるさと教材を副教材として活用して、郷土

愛の醸成に取り組んだ。平成30年度は各校で

大地の芸術祭を活用して地域の魅力に触れて

もらう学習活動に取り組んだ（学校数29校全

校予定していたが、吉田中学校が当日台風で

中止）。

平成29年度より不登校対応嘱託指導主事を1

名配置し、不登校対策のチームを作り重点的

な取り組みを行ってきた。特に欠席管理など

の全校体制のきめ細かい情報収集により、児

童生徒や家庭に寄り添った個々の対応に努め

た。また、不登校の未然防止策として自己有

用感や自尊感情を高めるための市共通実践を

取り入れ、心身共にたくましい児童生徒の育

成に努めた。結果、中学校では減少傾向にあ

るものの、小学校においては生活習慣の乱れ

により増加傾向にあることから、一層の指導

体制を充実させていく。

子育

て教

育部

子育

て教

育部
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（１）施策別

　　基本方針１　人にやさしいまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目
評価・検証

評価

区分

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d)

まちづくりの目標値の達成状況

部名

46.7 53.3

46.7 53.3

40.7 59.3

40.7 59.3

0 10

0 10

0 0

0 0

25 25

（H28） （H28~29平均）

18 21

（H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

1,010 1,033

1,155 974

938 948

821 892

3 3

3 3

3 3

3 3

サービス付き高齢者住宅数（延べ）

（単位：棟）
1

小規模多機能型居宅介護事業所数（延

べ）（単位：事業所数）
1 7

5

28年度中に整備された「特定施設入居者生活支

援」サービスを提供する施設が4月1日付で開設

となった。

○
年度達成目安を達成した。引き続き、整備を

推進し、目標値の達成を目指す。

●980

予防給付サービスのうち、「介護予防訪問介

護」「介護予防通所介護」が「介護予防・生活

支援事業」に移行され、基準を緩和した新たな

訪問サービス、通所サービスを実施した。

年度達成目安を達成した。引き続き、整備を

推進し、目標値の達成を目指す。
○

第６期計画期間の整備を予定していた施設につ

いて、用地の農地転用に不測の時間を要したこ

とから、整備・開設ともに第７期計画期間

（H30～H32）にずれこむこととなった（第７

期の整備計画に再掲済み）。

医療介

護課

施策

9
高齢者福祉の充実

新規介護認定者数

（単位：人／年）
介護予防事業 928

シルバー人材センターへ補助的短期的な就業を

通じ高年齢者の能力を活かし活力ある地域社会

づくりを目的に助成している。

△

退職後の再雇用等により新規入会者が減少と

なり目標値を下回った。引き続き、シルバー

人材センターへの助成を実施し、登録者数の

増加を図る。

福祉のまちづくりの推

進

生活困窮者等の新規就労者数

（単位：人／年）

◎
目標値よりも新規介護認定者数が減少し、目

標を達成した。引き続き、介護予防の推進を

図る。

○

平成29年度（単年度）では24名、H28～29平

均では21名が就労に結びつき、目標値を上

回った。引き続き、生活保護者等就労自立促

進事業等を活用し新規就労者増を目指す。

医療介

護課

シルバー人材センターの登録者数

（単位：人）
987 1,100

就労支援員が中心となって支援する被保護者就

労支援事業等により13名就労に結びついた。

働くことに自信がないあるいはひきこもり気味

等の人に対して、就労準備支援事業「ワン・ス

テップ相談」と題して月2回の相談支援を行ない

11名が就労に結びついた。

自立相談支援事業

生活保護受給者等就労自立促進事

業

14
17

福祉課

施策

8

○

年度目標を達成した。引き続き、計画に基づ

き整備を行う。

【整備予定学校数】

H31：小学校９校（うち１校はふれあいの丘

支援学校）

○ 施設整備に向け、計画どおりに進んでいる。
医療介

護課

施策

7
高等教育などの推進

高等教育機関の誘致数

（単位：校）
医療福祉総合センター整備事業 ―

小学校10校にタブレット端末機240台を整備し

た。

1
施設整備に向け、実施設計及び整備予定地の取

得に向けた調整

教育総

務課

施策

6
学校教育施設の整備

トイレの改修率（学校数）

（単位：％）

小学校施設整備事業

中学校施設整備事業
43.3

年度目標を達成した。引き続き、計画に基づ

き整備を行う。

【整備予定学校数】

H30：小学校１校／中学校１校

H31：小学校４校／中学校１校

H32：小学校１校／中学校１校

タブレット端末の導入校数（単位：学

校数）

※各小学校最大人数クラスの児童数分

を整備

コンピュータ関係機器の整備 0 19

小学校２校／中学校３校を整備済み。 ○
新 JIS 規格の机・いす整備率

（単位：％）
学校用備品整備事業 11.8 85.0

○
年度達成目安を達成した。施工内容の精査を

図り、より事業費の縮減に努め、目標達成を

確実なものとする。

80.0
小学校１校、中学校１校のトイレ改修を実施し

た。

退職後の再雇用等により新規入会者は減少し

つつあるが、高齢者の能力を活かし活力ある

地域社会づくりを目的にシルバー人材セン

ターへの助成を実施し、登録者数の増加に努

めている。

平成30年度は計画通りに小学校２校、中学校

１校のトイレ改修を実施し、目標値を達成す

る見込みである。

平成31年度は空調（エアコン）設備の設置を

小、中学校合わせて23校実施するため、トイ

レ改修の計画を１年先送りすることとし、平

成32年度から再び実施する。（平成32年度は

改修率70.0％となる予定）

今後の見通し

　現在のところ、新たに開設される予定はな

く、H29年度の３棟で推移する見込みであ

る。

今後の見通し

　H30年度は「とこしえりあん」が開設し、

延べ４事業所となる見込み。また、現在のと

ころH32年度に１事業所が開設予定であり、

H32年度は５事業所となる見通しである。

市民

福祉

部

市民

福祉

部

市民

福祉

部

子育

て教

育部

4



（１）施策別

　　基本方針１　人にやさしいまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目
評価・検証

評価

区分

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d)

まちづくりの目標値の達成状況

部名

58,000 61,500

54,901 62,899

14,803 15,318

15,643 15,929

113 128

137 147

18 21

22 22

61.6 62.4

61.6 61.6

25.6 28.0

22.7 23.0

32 37

31 35

◎ 〇 △ ―

2 14 7 2

28.0% 8.0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

5 11 6 3

24% 12%

人にやさしいまちづくり

施策数　計：12／まちづくりの目標値数　計：25

基本方針名

基本方針名

人にやさしいまちづくり

施策数　計：12／まちづくりの目標値数　計：25

構成割合 64.0%

ハッピー・パートナー企業（新潟県男

女共同参画推進企業）登録数

（単位：社）

ハッピー・パートナー企業登録促

進
27

構成割合

評価区分

64%

評価区分

市内事業所における登録を増やすため、市報

やホームページによる周知やH29年度は33社

への積極的な企業訪問を行いながら、制度の

内容や登録による企業のメリットを説明し、

男女が共に働きやすい環境づくりの啓発に努

めているが、平成29年１月と10月に育児介護

休業法が改正され、登録を目指す企業におい

て就業規則の見直し等の対応が必要になった

こともあり、登録企業数が伸び悩んだ。引き

続き、積極的な企業訪問を行い、登録企業の

増加を図っていく。

ハッピー・パートナー企業登録について、企業

訪問を行いながら、積極的に企業への周知・依

頼を行った。

△

△

登用率が減少傾向にある。

審議会等への呼びかけを継続するほか、女性

登用率の庁内への公開を実施し、意識向上を

図る。

●35.0

女性登用率向上に向け、審議会等への呼びかけ

を実施したが、登用率が下がった団体があり、

全体での女性登用率も下がることとなった。

企画政

策課

施策

12

女性が活躍しやすい社

会の実現

審議会等の女性委員の割合

（単位：％）

男女共同参画推進委員会

第３次とおかまち男女共同参画推進プラ

ン

23.2

本年度は講演会等の実施は無かったが、人権擁

護委員協議会と協力しポスターやリーフレット

を定期的に公共施設に掲示等を行い、市民への

周知啓発を行った。

50

－

年度達成目安を下回った。引き続き、人権擁

護委員協議会と連携したポスター等の活用に

よる普及啓発を行う。また、H31年度に予定

されている津南町と連携した講演会等の実施

に向けて準備を進め、目標最終年につなげ

る。

人権啓発広報誌の配布

人権教育・啓発推進に関する講演

会

60.8 65.0
市民生

活課

施策

11
人権尊重の推進

市民の人権への関心度

（単位：％）

年度達成目安を達成した。引き続き、整備費

に対する助成を行い、グループホームの整備

を促進する。
グループホームの棟数（延べ）

（単位：棟）
16 29

11月より１事業所によりサテライト型グループ

ホームの運営を開始した（利用者は現在１

名）。

４月に有料老人ホームを障がい者のグループ

ホームへと改築した。しかし、老朽化したグ

ループホームを１棟廃止とした為、棟数に変わ

りはない。

○

グループホームの利用者数

（単位：人）

グループホーム整備費助成事業

98

　就労継続支援B型

（単位：円／月）
14,288 16,860

170

十日町市に主たる就労継続支援Ａ型事業所を１

事業所開設（十日町福祉会：ワークセンターか

わにし）。津南町にあるＡ型事業所では、設備

投資等をおこない、生産性の向上と利用者の増

加を図った。

福祉課
施策

10
障がい者福祉の充実

福祉事業所就労における平均月額賃金

　就労継続支援A型

障がい者就労支援事業

―

○

Ａ型では目標値を達成し、Ｂ型では年度達成

目安を達成した。引き続き、利用者の体調に

留意し、生産性を向上させ、平均月額賃金の

増加を目指す。

62,000

企業訪問によるハッピー・パートナー企業に

関する制度説明及び登録依頼、市報による周

知を実施。

平成30年12月時点で市内企業の登録数は44社

となり、年度達成目安を達成している。

女性登用率について、審議会等別及び部局別

の集計結果を庁内に周知し、意識向上を図っ

た。

今後、引き続き審議会等への呼びかけを行う

ほか、県内市町村と比較した十日町市の現状

と、女性の社会参加の必要性について庁内に

分かりやすく周知する。

イベントがない年は、人権擁護委員協議会に

よる活動や市報等の活用による普及啓発を粘

り強く行っている。2019年は津南町を会場に

講演会等を予定している。現在、人権擁護委

員協議会、津南町と連携し準備を進めている

ところである。

平成30年度実績見込みは前年同様の見込みで

ある。

市民

福祉

部

市民

福祉

部

総務

部

5



（１）施策別

　　基本方針２　活力ある元気なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

396,624 422,468

357,019 463,478

175,634 184,225

171,916 159,096

904,802 906,102

840,527 787,197

73,500 75,000

（H28） （H28~29平均）

88,422 75,336

（H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

2,400 5,000

2,555 2,424

2,690 2,900

2,773 2,607

平成30年度の取組状況等

△

前年度に比べ外国人宿泊人数が減少し、年度

達成目安を下回った。引き続き、新潟県や湯

沢町と連携し国内外の商談会に参加し、市の

観光ＰＲを実施と海外メディア、エージェン

ト向けの招聘ツアーを実施する。

未来

戦略

昨年度に引き続き、継続校へのアプローチ及

び周辺旅行代理店への営業活動を実施し受入

増加を図っている。

※受入実績(今後の予定含む)…22校　2,047

人

昨年度に引き続き、海外現地商談会、国内イ

ンバウンド商談会に参加。また、招聘事業を

の回数を増加し、海外からの誘客促進を図っ

ている。

７月21日に大厳寺高原キャンプ場がスノー

ピーク監修キャンプ場としてリニューアル

オープンし、８月28日に㈱スノーピークとの

包括連携協定を締結した。

今年度は、大地の芸術祭の開催年であること

から前年度に比べ宿泊数が増加している。

※外国人観光客宿泊数（4月～9月)

　4,664泊(前年同時期：1,088泊)

昨年度に引き続き、湯めぐりキャンペーンを

実施し誘客促進を図っている。

休業していた温泉施設が7月28日に営業を再

開した。

※温泉地の入込数（4月～9月)

　405,103人(前年同時期：403,556人)

昨年度に引き続き商談会などに参加し誘客促

進を図っている。

清津峡渓谷トンネルは、4月28日にリニュー

アルオープンし、12月末までに過去最高の

176,987人の入込みとなった。

今後の入込見通しとしては、平成30年度の目

標数値（192,816人）は達成できる見込みで

ある。

※名所・景勝地の入込数（4月～9月)

　159,631人(前年同時期：101,197人)

越後田舎体験事業
・32団体（３小学校、20中学校、１特支学校、

１高校、2海外、5その他）

観光交

流課

施策

16

交流ネットワークの推

進

越後田舎体験の入込数

（単位：人／年）
2,612 3,000

中学校の受入れ校の数が減少したことで入込

数が減少し、年度達成目安を下回った。引き

続き、継続校へのアプローチ及び周辺旅行代

理店への営業による受入増加を目指す。

△

大地の芸術祭拠点施設の入込数

（単位：人／年）

大地の芸術祭運営事業

ブランド化推進事業

キナーレ、里山文化交流施設誘客促進事

業

71,645

観光交

流課

施策

15

インバウンド観光の推

進
豪雪体験インバウンド事業

観光交

流課

施策

14

大地の芸術祭の里ブラ

ンドの推進

外国人宿泊人数

（単位：人泊／年）
1,000 8,000

・国内外の商談会に参加し市の観光ＰＲを実施

・海外メディア、エージェント向けの招聘ツ

アーを実施

・外国人観光客誘客のための各種補助金の実施

・大厳寺高原キャンプ場の改修

903,502

観光交

流課

施策

13

地域資源を活用した観

光の推進

温泉地の入込数

（単位：人／年）

名所・景勝地の入込数

（単位：人／年）
167,043

観光協会ホームページ及びSNSアクセ

ス件数

（単位：件／年）

370,780

・国内での商談会などでのPR

・観光キャラバンの実施

・清津峡渓谷トンネルのリニューアル工事実施

△

景勝地の３本柱である「清津峡渓谷トンネ

ル」、「星峠の棚田」、「美人林」が減少傾

向にあり、前年度より入込数が減少し、年度

達成目安を下回った。引き続き、国内での商

談会などでのＰＲ、観光キャラバンの実施な

どにより入込数の増加を図る。

500,000

評価・検証
評価

区分

△

温泉施設の休業の影響もあり、年度達成目安

が未達成となった。引き続き、湯めぐりキャ

ンペーンの実施などにより入込数の増加を図

る。

・湯めぐりキャンペーンの実施

・ナステビューの休業。（H28：79,628人）
910,000

○
・平成29年度は、イベント情報の提供や観光ス

ポットの近況等を流す頻度を上げた。

所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)
目標値

平成29年度の取組状況

まちづくりの目標値の達成状況

ホームページへのアクセス件数は減少してい

るが、最新情報を掲載しているフェイスブッ

ク等へのアクセス件数が増加傾向である。引

き続き、外国語ページの更なる拡充、市内宿

泊施設の空室状況の提供を行う。

○

アートトリエンナーレ2018に向けて、作品の

先行公開等の企画を行ったことが功を奏し、

目標値を達成した。平成30年度は大地の芸術

祭アートトリエンナーレ2018の開催年である

ことから大幅な入込数の増加を目指す。

　「大地の芸術祭の里」としてのブランドイ

メージを確立し、通年での観光誘客を図るた

め、春夏秋冬で四季のプログラムを開催して拠

点施設の入込客数増加に取り組んだ。

210,000

80,000

部名

産業観

光部

産業観

光部

産業観

光部

産業観

光部

6



（１）施策別

　　基本方針２　活力ある元気なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略
評価・検証

評価

区分
所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業

基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)
目標値

平成29年度の取組状況

まちづくりの目標値の達成状況

部名

1 1

14 -88

（H28~32合計）

5,015 5,362

4,088 5,694

123,968 129,976

172,971 188,169

389 530

505 513

37.4 43.1

42.1 44.0

14.0 14.0

（H28） （H28~29平均）

13.0 20.0

（H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

5,195 5,199

5,195 5,200

184 188

179 186

3,341 3,518

3,443 3,533

59 62

58 59

345.5 371.6

320.1 329.0

○

年度達成目安を上回った。「段十ろう」が

オープンしたことにより、今後、市民交流セ

ンター「分じろう」、市民活動センター「十

じろう」のまちなかステージを利用した活動

を連携した取組を行い、歩行者・自転車通行

量の増加を図る。

◎

各施設で様々なイベント等の活動が行われ、

施設利用者数が増加し。目標値を大幅に上

回った。引き続き、各施設間の連携や会費制

を高める仕組みづくりを進め、施設利用者及

び置く屋外活動者の増加を図る。

歩行者・自転車通行量（平日）

（単位：人／日）
中心市街地にぎわい力アップ事業 4,668 6,400

NPO法人にぎわいが主体となり、キャンバス

ガーデンフェスティバルなどの市民活動が行わ

れた。

-91 1

都市計

画課

施策

17
中心市街地の活性化

中心市街地人口の社会動態

（単位：人）

まちなか住み替え促進事業

まちなか居住促進事業

117,960 148,000
文化・活動施設の利用者数及び屋外活

動者数（単位：人／年）

まちなかステージ運営事業う

中心市街地活性化市民活動等支援

事業

各施設において、様々なイベント等の活動が行

われた。

農林課
施策

20
農業所得の向上

　栽培面積（単位：ha） 319.4 450.0

環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けて

いる方で、新潟県特別栽培農産物認証制度を受

けていない方に対して、制度のＰＲを行った。

△

汚泥混入肥料事件の影響を受けて３名が認証

取り消しとなり、年度達成目安を下回った。

引き続き、環境保全型農業に関心がある農業

者に積極的に制度のＰＲを行い特別栽培を推

進していく。

有機農業支援事業

56 70
新潟県特別栽培農産物認証制度

　米の生産者数（単位：人）

4,000

○

多面的機能支払制度交付金事業の推進

（単位：集落数）

多面的機能支払交付金事業

99 200

新規取組集落＝8集落

前年からの増加面積＝90.33ha

○
年度達成目安を達成した。引き続き、ほ場整

備事業の推進を図る。
5,180 5,242

（単位：ha）

市単生産基盤整備事業Ａ＝0.9ha

県営中山間地域総合整備事業Ａ＝4.8ha

2,348

就農相談の実施等により目標値を上回った。

引き続き、首都圏等でのイベントPRや関係機

関と連携した随時就農相談に応じ、新規就農

希望者への支援を行っていく。

●

農林課
施策

19
生産基盤の整備

水田の整備面積（農振農用地のうち、基

盤整備事業により約 10a 以上に整備され

た水田の面積）（単位：ha）

経営体育成基盤整備事業

県営農地環境整備事業

県営中山間地域総合整備事業

首都圏での就農イベントに出席したことと関係

機関と連携して随時就農相談を行った。雇用就

農が多く、目標を大きく上回る結果となった。

H29年度新規就農者：27名

◎
新規就農者数

（単位：人／年）

青年就農給付金事業

青年就農準備金事業

農業生産法人基盤強化事業

8.6
14.0

取組集落が増加したものの年度達成目安を下

回った。取組面積は順調に推移し、年度達成

目安を上回った。新規取組集落及び面積の増

加に向けて、引き続き推進活動を行う。

○

認定農業者の増加や農地中間管理機構の活用

により、集積面積が増加し、年度達成目安を

上回った。引き続き、目標達成に向け各事業

を活用していく。

認定農業者に農地集積された面積

（単位：％）

農地面的集積促進事業

農地中間管理事業
31.7 60.0

担い手への集積が進んだことや法人の設立等に

より集積面積が増加した。

△

関係機関との連携により認定農業者の掘り起

こしに努め、新規認定者を確保したものの年

度達成目安を下回った。認定農業者制度説明

会等により制度のＰＲを行い、新規認定者の

確保を図る。

336 600

農林課
施策

18
担い手の育成・確保

認定農業者数

（単位：人）

中山間地域振興対策事業

担い手農業経営支援事業

関係機関との連携により掘り起こしに努め、新

規認定者数14経営体を確保した。

△克雪すまいづくり支援事業の実績：５件

家族単位の転勤や進学などによる転出が多く

年度達成目安を下回った。引き続き、克雪す

まいづくり支援事業の利用促進などにより、

目標値の達成を図る。

平成30年12月末時点の認定農業者数は515経

営体であるが、今年度新規認定が11経営体、

法人化による集約や高齢による経営移譲・死

亡により9経営体が辞退している。引き続き、

認定農業者数の確保に努めていく。

克雪すまいづくり支援事業の実績：５(５)件

　※（　）内29年度実績

平成30年度は、窓口に計画書を提出した方で

環境保全型農業に関心のある方に制度の説明

を行い、市報でもＰＲを行った。今年度は当

初63名の申込みがあったが２名辞退となり最

終的に61名となる見込みである。引き続き、

目標達成に向け、制度の周知を図っていく。

産業観

光部

建設部

産業観

光部

産業観

光部

7



（１）施策別

　　基本方針２　活力ある元気なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略
評価・検証

評価

区分
所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業

基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)
目標値

平成29年度の取組状況

まちづくりの目標値の達成状況

部名

14 15

27 14

6,435 7,326

15,135 67,667

600 700

1,216.08 1,571

5 10

（H28） （H28~29合計）

4 12

（H22~26合計） （H28） （H28~29合計） （H28~32合計）

26 30

25 29

85.20 85.20

85.20 85.20

13 15

20 13

241,317 250,000

（H28） （H28~29平均）

241,317 236,123

（H22~26平均） （H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

・「大地の芸術祭の里」の通年誘客を目的とし

た四季のプログラムの開催

・海外メディア、エージェント向けの招聘ツ

アーの実施

産業政

策課・

観光交

流課

施策

23

特色ある商業活動の展

開

商店街活性化支援事業 11 20 △

市内団体等への積極的な活用が図れず年度達

成目安を下回った。広報や呼びかけなどで商

店街活性化支援事業の積極的な活用を促し、

目標値の達成を目指す。

市内宿泊施設の年間宿泊客数

（単位：人／年）

206,934 250,000

・商店街活性化支援事業による支援

・市街地活性化ＮＰＯへの委託（まちなか元気

応援助成金）

△
年度達成目安を下回った。大地の芸術祭など

魅力あるイベントの開催及び積極的なＰＲ活

動の展開により誘客を図る。

商店街・商業団体における賑わい創出

イベント実施数（単位：団体／年）

就業率（20 歳～ 64 歳）

（単位：％）
83.15 84.00

・雇用創出につながる企業の奨励措置

・ひとづくり支援事業による人材確保

・地域商社化事業における新規生産者、販路先

の開拓

・市内事業所の国内外の見本市等の出展経費助

成

・中小企業診断士による発注開拓支援

△

年度達成目安には達しなかったが、増加傾向

にある。事業者への周知を強化し、より一層

営業活動に力を入れ、地域商社化事業におけ

る新規開拓を進め、目標値達成を目指す。

○
目標値を達成している。次回国勢調査が32年

のため、その数値を上げるためにも今後も継

続して取り組む。

設備投資額・新規雇用者数等の要件を満たした

企業に対する利子補給金・奨励金・助成金の交

付

○
企業設置奨励条例に基づく企業支援件

数（単位：件）

企業設置奨励条例

企業投資促進条例

21 25

◎

市有林・市行造林の森林整備により目標値を

大幅に上回る間伐材が搬出された。引き続

き、市有林・市行造林整備事業は毎年同程度

の面積の整備を実施していく。また、個人所

有林等の整備面積拡大を呼び掛ける。

産業政

策課

施策

22
経営基盤の強化

・十日町地区の大平で13.0ha、松之山地区の天

水島で5.3ha、東山で15.5haの森林整備を実施

し、間伐材を搬出した。

・水沢地区の個人所有林等から十日町地域森林

組合が間伐材を搬出した。

・水沢地区で個人が自己所有林整備により間伐

材を搬出した。

H29年度においては新たに8社に支援を行い、

年度達成目安を上回った。引き続き、制度の

PRと活用の斡旋を図る。

販路開拓支援件数

（単位：件／年）
販路拡大助成事業 22 40

◎

農家レストラン「そばの郷Abuzaka」の売上

げが予想よりもはるかに多く、目標を大幅に

達成した。また、今まで支援した事業者も順

調に売上げを確保している。引き続き、事業

の活用を促進し、特に冬期の雇用を確保する

ことで、更に収入の増加を図る。

農林課
施策

20
農業所得の向上

農林課
施策

21
林業の振興

間伐材搬出量

（年：㎥）

市有林・市行造林の整備

市産材活用事業
500 1,000

冬期アグリビジネスチャレンジ事業に

よる新たな収入（単位：千円／年）

冬期アグリビジネスチャレンジ事

業
5,544 10,000

①農家民宿茅屋やのジビエ加工施設整備の支援

②相澤堅氏の原木マイタケ栽培に必要な殺菌

釜、乾燥機、真空包装機整備の支援

（H28年度：㈱Ａ・ファーム雪の十日町の農家

レストラン「そばの郷 Abuzaka」の施設整備の

支援）

市報やホームページ等で広く周知したことによ

り、多くの農業者等がこの支援事業を活用して

市外PRイベントに参加し、販路を拡大した。

△

H28実績に比べると大口の取組みが増えた

が、参加数は伸びず年度達成目安を下回っ

た。引き続き、市報やホームページ等で支援

事業をＰＲし、多くの農業者からの活用を図

る。

６次産業等支援事業 12 20
特産品の市外への PR イベント参加数

（単位：回／年）

H30年度は、大地の芸術祭2018アートトリエ

ンナーレが開催され過去最高の54万人の入込

となった。大地の芸術祭により9月までの宿泊

人数は131,199人となり、H29年度と比較す

ると増加した。今後は冬のアートプログラム

「SNOWART」の展開による誘客を図り、目

標達成を目指す。

※市内宿泊施設の宿泊客数（4月～9月)

　131,199人泊(前年同時期：123,477人)

市内団体への活用を呼び掛けているが、各団

体の実施するイベントが固定化され、Ｈ30の

実績は７団体となる見込みである。

地域商社化事業と出展事業補助では増加傾向

にあるが、専門家による支援については周知

不足もあるため、周知の徹底に努めている。

H30年度は要綱改正により食品流通業者や実

行委員会等を補助の対象外とし、農業者や農

業団体のみを補助対象者とした。これにより

農業者を集中的に支援することとしたため、

取組み件数は減少したが、農業者からは引き

続き事業を活用いただいている。

産業観

光部

産業観

光部

産業観

光部

産業観

光部
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（１）施策別

　　基本方針２　活力ある元気なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略
評価・検証

評価

区分
所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業

基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)
目標値

平成29年度の取組状況

まちづくりの目標値の達成状況

部名

5.0 5.0

（H28） （H28~29平均）

10.0 10.0

（H21~26平均） （H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

5.0 5.0

（H28） （H28~29平均）

4.0 3.0

（H21~26平均） （H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

5 10

（H28） （H28~29合計）

4 12

（H22~26合計） （H28） （H28~29合計） （H28~32合計）

6,232 6,349

6,470 6,759

404 428

250 412

5 6

5 6

4.73 4.85

5.26 5.35

70,720 73,440

65,360 70,567

△

11/3に「越後妻有文化ホール・十日町市中央

公民館「段十ろう」」のオープン以降、市主

催事業、共催事業を積極的に行ったことによ

り利用者の増加につながったが、年度達成目

安に届かなかった。目標達成に向け、より良

質で市民ニーズを的確に反映した主催事業等

の実施に努め、利用者数の増加を図る。

81,600

11/3に「越後妻有文化ホール・十日町市中央公

民館「段十ろう」」がオープンし、以降、市主

催事業、共催事業を積極的に行ったため、利用

者の増加につながった。

生涯学

習課

施策

26
文化芸術活動の充実

文化ホール・中央公民館利用者数

（単位：人／年）

市民文化ホール・中央公民館建設

工事

市民文化ホール・中央公民館運営

事業

68,000

　28年度の引き続き、資料の優先配分や書架整

理の支援など、分室の資料貸出数を増加させる

ための取組を行った。

◎

資料の優先配分や書架整理の支援など、分室

の資料貸出数増加のための取り組みにより、

貸出数の増加となり、目標値を達成した。資

料購入費の大幅な削減はマイナス要因である

が、テーマ展示等の工夫により、今後もこの

水準を維持できるように取り組んでいく。

図書館サービス業務 4.61 5.20

生涯学

習課

施策

25

施設の耐震化・改築　14 施設

（公民館・情報館・キョロロ等）

（単位：耐震施設数）

生涯学習施設の整備・耐震化・改

築
5 7

平成29年9月30日に「越後妻有文化ホール・十

日町市中央公民館」が竣工した。

△

前年と比べると参加者数は大幅に増加したも

のの学校行事と重なり保護者の参加が伸び

ず、年度達成目安には達しなかった。引き続

き、関係機関と協力して「はぐくみのまちづ

くり運動」を推進していく。

はぐくみのまちづくりフォーラム参加

者数（単位：人／年）
はぐぐみのまちづくりフォーラム 380 500

青少年育成十日町市民会議、市PTA連合会、津

南町青少年育成町民会議との共催事業として、

「はぐくみのまちづくり運動」の推進を図るこ

とを目的に実施。

公民館や森の学校キョロロなどの社会教育施設

において、自然・生活・社会などの体験事業を

実施した。

◎

公民館や森の学校キョロロなどの社会教育施

設において、特色を生かした事業を企画し、

目標値を達成した。引き続き、関係機関・団

体と連携を強化し、様々な体験事業を展開す

る。

各種体験学習事業 6,115 6,700

生涯学習の推進

子どもたちの体験事業への参加者数

（単位：人／年）

市民一人あたり図書等の貸出冊･点数

（単位：冊・点／人）

（再掲）

○
年度達成目安に達した。今後は計画的に地区

館等の耐震診断を実施し、社会教育施設の施

設整備を図る。

企業設置奨励条例に基づく支援企業件

数（単位：件）

企業設置奨励条例

企業投資促進条例

21 25
（再掲）

△

企業の積極的な活用が図れず年度達成目安を

下回った。引き続き、商工会議所、商工会と

連携し、補助制度の積極的な活用を促し、目

標値の達成を目指す。

●

新商品等開発支援事業による開発件数

（単位：件／年）
新商品等開発支援事業

3.4 5.0
・新商品等開発支援事業による補助

・未来を拓く創造応援事業による補助

・ビジネスコンテストの開催

・創業塾の開催

・定期創業相談の実施

◎
目標を大幅に達成した。引き続き、補助制度

の活用促進と新規創業者の発掘に取り組む。
未来を拓く創業応援事業

3.2 5.0

産業政

策課

施策

24
新たなビジネスの創出

新規創業件数 ※創業支援事業対象者

（単位：件／年）

・新商品開発支援事業補助金の活用実績は1件

となった（H30.9月末で申請締切)。

・十日町市ビジネスコンテストで提案された

事業プランで新商品開発に該当するプランに

ついても、事業化への支援を行っていく。

・主催事業７公演(うち２公演は３月実施予

定)、共催事業４公演を行うとともに、「開館

記念補助事業」による14公演をはじめとする

貸館事業も盛んに行い、利用者の増加を図っ

た。

・利用者も増加しつつあり、年度達成目安を

達成する見込みである。

・今後は、目標達成に向け、限られた予算の

範囲内で市民ニーズにあった事業の実施に努

め、利用者数の増加を図る。

11/11に青少年育成十日町市民会議、市PTA連

合会、津南町青少年育成町民会議が主催とな

り「はぐくみのまちづくりフォーラム2018」

を開催した。元プロテニス選手の母親を講師

に迎え、スポーツで子どもの可能性を伸ばす

方法など実例をあげて講演。市スポーツ協会

の後援により、スポーツ指導者等の参加も

あった。

文化ス

ポーツ

部

文化ス

ポーツ

部

産業観

光部
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（１）施策別

　　基本方針２　活力ある元気なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略
評価・検証

評価

区分
所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業

基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)
目標値

平成29年度の取組状況

まちづくりの目標値の達成状況

部名

230 230

233 215

1,347 1,385

1,413 1,728

23,440 25,080

24,501 21,545

164 165

165 166

399,269 404,451

405,582 410,608

44.5 45.9

49.1 ー

12,520 13,000

8,876 10,396

69.2 69.0

69.2 66.7

1 1

1 1

第56回全日本クロスカントリー競技大会の開催

○

仙田地区が小さな拠点として認定され、目標

を達成した。仙田地区においては、認定され

た地域再生計画に基づき、各種事業に取り組

むほか、他地区においても、仙田地区をモデ

ルに小さな拠点の形成を検討する。

「小さな拠点」づくりに取組む

地域再生計画の認定件数（延べ）

（単位：件）

元気ハウス

高齢者買い物支援事業（クロネコ

協定）体制作り　見守り支援

― 1

H29年度は、買い物支援及び見守り支援事業の

体制整備は図られたが利用実績は無かった。ま

た、地域営農の担い手確保と移住定住促進に向

けた取組として、せんだ元気ハウスで農業実習

生２人の受入を行った。

なお、一人暮らしの高齢者等が冬期間安心して

生活できる様に施設の遊休利用を図った。

△
退任後に定住した隊員の転出が見られ、年度

達成目安を下回った。定住サポート体制を強

化することで、定住率の向上を図る。

66.7 75.0 ８人任用、６人退任（うち４人定住）

合宿を多く受け入れていた旅館の閉鎖など、

合宿の受入環境の悪化により年度達成目安を

達成することができなかった。全国規模のス

ポーツ大会の開催やホストタウン事業の取組

みによる2020東京オリパラ事前合宿の受入を

行い、目標値達成を図る。

企画政

策課・

川西支

所地域

振興課

施策

29

中山間地域対策の強

化・充実

地域おこし協力隊の定住率

（単位：％）
地域おこし協力隊の設置

東京オリンピック・パラリンピックに向け、ホ

ストタウン事業の取り組み
△

スポーツ合宿利用者数

（単位：人／年）
スポーツ合宿誘致 11,900 15,000

－

アンケート未実施により「ー」とする（最終

年度にアンケートを行う予定）。引き続き、

スポーツに対する意識向上のための情報や機

会を提供していく。

成人の週 1 日以上のスポーツ実施率

（単位：％）

スポーツ団体・総合型地域スポー

ツクラブの育成
43.1 50.0

本庁・各支所単位でスポーツ振興事業の取り組

み

スポーツに触れ合う機会の提供

◎

第56回全日本クロスカントリー競技大会の開

催もあり、年度達成目安を上回った。引き続

き、スポーツ施設の維持修繕を行い、良好な

競技環境を提供し、利用者数の増加を図る。

394,087 420,000

新たに１件が市文化財に指定され、年度達成

目安を上回った。歴史文化基本構想の活用を

図るとともに、文化財の調査・研究を進め、

目標値の達成を目指す。

スポー

ツ振興

課

施策

28
スポーツ活動の推進

スポーツ交流人口を含めたスポーツ施

設の利用者数（単位：人／年）

国際・全国規模・プロスポーツ大

会の誘致開催

田沢遺跡出土品（考古資料）の１件が市文化財

に指定された。
○

指定文化財、登録文化財の件数

（単位：件）
163 170

△

冬期間の入館者の減少が影響し、年度達成目

安に届かなかった。引き続き、各施設の継続

的な活動展開により目標達成を目指す。ま

た、新博物館建設を計画通り進め、H32の開

館により大幅な入館者の増加を目指す。

30,000

各文化財関連施設において、様々な活動を展開

することにより、入館者増を図ってきたが、目

標値には届かなかった。

文化財

課

施策

27
文化財の保護と活用

文化財関連施設（十日町市博物館、ま

つだい郷土資料館、松之山郷民俗資料

館）の入館者数（単位：人／年）

文化財保護調査事業

新博物館建設事業
21,800

出品者数については、高校生の出品者の減少

が影響し、目標値に達しなかった。入場者数

については、50回記念展の特別企画を展開し

たことや、段十ろうを会場としたことが入場

者数の増加につながった。引き続き、積極的

な広報活動を行い、会場を段十ろうとするこ

とで、施設利用客等を呼び込み、入場者数増

加を図る。

市美術展の入場者数

（単位：人）
1,309 1,500

50回記念展であったことから、特別企画を３つ

展開した。公共施設を中心にポスターの掲示を

実施、市報、ホームページでのＰＲを行った。

○

市美術展の出品者数

（単位：人）
文化芸術振興事業 230 230

生涯学

習課

施策

26
文化芸術活動の充実

総務部

文化ス

ポーツ

部

文化ス

ポーツ

部

現時点：３人任用、２人退任（うち１人定

住）

　　　　定住率66.0%

年度末時点：３人任用、９人退任（うち７人

定住見込み）

　　　　定住率68.5%

目標値には届かないものの、里山プロジェク

トによるサポートを初めとした、定住支援体

制の強化により、定住率が向上している。

全国中学校スキー大会の開催に向けた事前合

宿など、夏季・冬季合わせて11,000人のス

ポーツ合宿利用者数の見込みである。引き続

き全国レベルの大会の開催するなど知名度

アップに努め、スポーツ合宿の受け入れを進

めていく。

各文化財関連施設において、様々な活動を展

開することにより、入館者増に向けた取組み

を行ってきた。年度達成目安を達成できるよ

う、引き続き入館者増に向けた取り組みを推

進する予定である。

なお、入館者数は27,000人の見込みであり、

年度達成目安を達成できる見込みである。

文化ス

ポーツ

部
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（１）施策別

　　基本方針２　活力ある元気なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等
未来

戦略
評価・検証

評価

区分
所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業

基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)
目標値

平成29年度の取組状況

まちづくりの目標値の達成状況

部名

36 130

（H28） （H28~29平均）

145 132.5

（H21~26平均） （H28） （H28~29平均） （H29~32平均）

3 6

25 41

112 170

191 250

◎ 〇 △ ―

10 13 17 1

41.5% 2.4%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

20 10 11 0

27% 0%構成割合

※まちづくりの目標値数は、再掲数を除く。

評価区分

評価区分

73%

基本方針名

活力ある元気なまちづくり

施策数　計：19／まちづくりの目標値数　計：41

基本方針名

施策数　計：19／まちづくりの目標値数　計：41

活力ある元気なまちづくり

構成割合 56.1%

※まちづくりの目標値数は、再掲数を除く。

結婚相談登録者数

（単位：人）

ハピ婚サポートセンターの設置

ハピ婚サポーター事業
78 250

サポーターとサポートセンターが連携を取

り、結婚相談登録者のセンターへ誘導を図っ

たほか、ハッピー婚シェルジュイベント等と

連動させることが年度達成目安を上回った。

市内企業訪問等を通して、当市の結婚促進の

取組について周知を図るとともに、会員ごと

の細やかなサポートに努め、会員の信頼を獲

得し、交際数の増加につなげていく。

「ハッピー婚シェルジュ」（出会いの場提供）

事業と連携し、サポートセンターの概要説明、

会員募集に関する周知を行った。

サポーター会議を定例化し、情報共有化を図

り、サポーターが支援する独身男女のセンター

への誘導を行った。

◎

◎

サポーター・サポートセンターとハッピー婚

シェルジュイベントの連動した取組で、成婚

へつなげることができ、年度達成目安を達成

した。引き続き、イベント事前セミナーを含

め、独身男性の意識改革、資質向上につなが

る取組から、交際カップル数の増加を図る。

15

６回のイベント開催を通じて、合計112人が参

加し、15組のカップルが誕生することができ

た。

●

企画政

策課

施策

31

男女の出会い・交流機

会の充実

成婚カップル数（延べ）

（単位：組）

とおかまちハッピー婚シェルジュ

事業
―

首都圏で開催された６回のセミナー等に移住相

談ブースを設け、庁内横断的に移住定住支援制

度の紹介を行った。「十日町市移住体験ツ

アー」として移住検討者から当市にお越しいた

だく機会を新たに設け、当市の魅力を実感いた

だいた。

○

定住促進助成事業による26世帯70人を中心に

120人の移住者の獲得につなげることがで

き、目標値を達成した。引き続き、庁内他課

と連携して、移住支援制度の発信、周知に努

めるとともに、「移住体験ツアー」で当市を

見聞する機会を通して、魅力を発信し、移住

定住者の獲得につなげていく。

定住促進助成事業
16 150企画政

策課

施策

30
移住・定住の促進

移住者数（市や県の移住促進事業を活

用して移住した人数）

（単位：人／年）

総務部

総務部
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（１）施策別

　　基本方針３　安全・安心なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

25.0 28.8

15.5 17.5

5,500 6,125

4,605 4,050

61.6 66.2

60.0 64.3

72 79

94 70

17.3 19.3

21.0 28.0

9,703 10,752

13,908 15,196

91.2 93.4

92.1 91.9

68.8 76.6

67.5 77.1

資格者数が増加し、現在85名である。年度達

成目安を達するよう引き続き更なる資格者の

増員に向けて取り組んでいく。

十日町あんしんメールは、平成22年10月から

運用を開始し、市の安全・安心のための情報

伝達手段として、積極的な活用を図ってい

る。登録者数の増加に向けて、広報誌やHP、

各種イベントなどでの周知のほか、平成25年

度からは、SNS（フェイスブック・ツイッ

ター）との連携を開始している。登録者数

は、平成31年１月時点約8,000人、昨年度比

約800人の増加であり、登録割合は67.0％と

なる見込みである。

初期的な訓練は体験済であるために参加者が

減少しつつある。

地域の防災訓練へ防災士を派遣する自主防災

組織育成事業においては、H29年度から講習

メニューに「避難所運営訓練支援」を新設

し、より災害時を想定した講習内容へステッ

プアップを図ることで、防災意識の向上や自

主防災組織の育成に努めている。

今後も引き続き、訓練実施の地域内周知や講

習メニュー新設の周知を図り、市民参加を促

していく。

訓練回数は減少傾向にあるものの、訓練種目

別回数では、H29年度 85回からH30年度 102

回と増加しており、1回の訓練で複数種類の訓

練を実施する地域が増加していることから、

防災訓練としての充実が図られてきている。

普及PRのため、市内店舗の警報器販売コー

ナーに家庭での警報器設置必要箇所について

説明書を置くなどしたが、今後もアンケート

結果を反映してきめ細かい設置指導の向上を

図り、目標値達成を目指す。

平成30年度の取組状況等

住宅用火災警報器の条例適合率

（単位：％）
61.0 100.0

アンケート調査、住警器設置促進のPRチラシの

配布及び広報誌などでの促進PR 。
△

住宅用火災警報器の条例適合率は増加傾向に

あり、年度目標値を達成したが、警報器の普

及率が年度目標値を達成できなかった。住民

への「よりわかりやすい」PRを積極的に行っ

ていく。

現計画は、平成21年から30年までの10年間での

達成状況であるが、応急手当短時間講習の導入

により、受講者の裾野を広げることができ、年

間約1,400人前後の市民の方から受講していただ

いている。

15.3 25.0

89.0 100.0

8,654 13,900

登録者数は増加傾向にあるものの、年度達成

目安には届かなかった。今後も適当な機会を

利用し、周知を行い、登録を促していく。

△

新規の資格者はあったものの有資格者の消防

団員の退団が影響し、全体の資格者数の減少

となり、年度達成目安を下回った。更なる普

及員養成事業に重点を置き、取り組んでい

く。

応急手当短時間講習の導入により地域住民が

受講しやすい講習体制の整備と応急手当普及

員数の増員により受講者数が増加し、目標値

を大幅に達成した。今後も増加する救急需要

に備え、更なる地域の救命率向上のため、応

急手当普及員が単独開催できる支援体制を強

化していく。

◎

△

十日町あんしんメールは、平成22年10月から運

用を開始し、市の安全・安心のための情報伝達

手段として、積極的な活用を図っている。登録

者数の増加に向けて、広報誌やHP、各種イベン

トなどでの周知のほか、平成25年度からは、

SNS（フェイスブック・ツイッター）との連携

を開始している。登録者数は、平成30年度６月

時点約7,700人となり、昨年度比約500人の増加

となる。

防災安

全課

施策

32
防災対策の充実

65 100
消防団員への積極的な働きかけにより、受講者

は増加した。

応急手当講習の受講率

（単位：％）

応急手当講習の受講者数

（単位：人）

携帯メール等情報伝達事業の携帯メー

ルの登録割合（携帯電話所持者）

（単位：％）

57.0 80.0

防災安

全課

施策

33
消防・救急体制の充実

消防団員の応急手当普及員資格者数

（単位：人）

住宅用火災警報器の普及率

（単位：％）

24.1 40.0

防災意識の低下、訓練実施率が低く留まって

いることもあり、年度達成目安を達成するこ

とができなかった。防災訓練の実施率の向上

及び訓練実施の地域内周知により防災意識の

向上を図り、市民参加を促す。

地域防災訓練に参加する市民の数

（単位：人／年）
5,386 8,000

H29年度訓練参加者数は4,050人となり、Ｈ28

年度から4,605人から555人の減少となった。

自主防災組織等が主体となり実施して

いる防災訓練実施率（単位：％）
自主防災組織育成事業

△

所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

評価・検証
評価

区分

まちづくりの目標値の達成状況

未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況

H29年度実施率は17.5％となり、Ｈ28年度

15.5％から２％の増加となった。訓練回数に換

算するとＨ28年度45回からＨ29年度51回と６

回の増加となる。

△

近年大きな災害が無いことから防災訓練実施

率は低下しており、年度達成目安を下回っ

た。防災意識の向上を図るため、必要に応じ

て、防災講演会等を開催し、目標値達成に取

り組む。

部名

総務

部

総務

部

12



（１）施策別

　　基本方針３　安全・安心なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

評価・検証
評価

区分

まちづくりの目標値の達成状況

未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況部名

107 102

72 88

126 122

80 117

267 245

181 167

10 10

16 13

35 35

（H28） （H28~29平均）

33.4 32.8

（H22~26平均） （H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

18.0 18.1

19.0 18.1

112.4 113.1

ー 100.5

1,055 1,066

ー 1,040

5,523 6,480

5,523 6,773

22.0 23.0

19.9 20.7

19,860 19,218

18,435 18,421

・小型家電製品の拠点回収開始による資源化

・ごみ分別アプリの配信

・一般廃棄物処理基本計画新規計画の策定

○

・小型家電製品の拠点回収開始による資源化

・ごみ分別アプリの配信

・一般廃棄物処理基本計画新規計画の策定

年度達成目安を上回った。引き続き、ごみ分

別アプリを活用した適正な分別・排出方法の

配信や事業系廃棄物の削減に向けた取組を進

める。

●

一般廃棄物再資源化率

（単位：％）
じん芥処理事業 21.0 26.0

（一般家庭への補助）

・太陽光6件、地中熱2件、ペレットストーブ12

件

（公共施設）

・太陽光１件、下水熱１件導入

△

資源化率は増となったものの、一部の資源物

（紙類）の回収量が減少したことなどから年

度達成目安に届かなかった。廃棄物系バイオ

ガス発電プロジェクト等の取組みや関連事業

との連携により、資源化目標の達成を進め

る。

△
年度達成目安を下回った。既存の事業を継続

的に実施していく。

○

公共施設への再エネ利用機器を２台導入し、

家庭用再エネ利用機器の導入補助も伸び、年

度達成目安を上回った。引き続き、再エネ利

用設備の積極的な導入と、市民への普及啓発

の推進を図る。

エネル

ギー政

策課・

環境衛

生課

施策

38

低炭素・循環型社会の

推進

再生可能エネルギーの創出量

（単位：メガワット／年）

再生可能エネルギー活用促進補助

事業ほか
4,838 20,000

一般廃棄物（ごみ）排出量

（単位：ｔ／年）
じん芥処理事業 20,939 17,290

人口 10 万人あたりの看護師数

（単位：人）

看護師・理学療法士等修学資金貸

与事業
1,044 1,100

看護職員確保に向けた支援事業の実施ととも

に、看護専門学校の整備に向けた実施設計を実

施。

医師確保に向けた支援事業の実施とともに、市

出身医師との面談を実施。
△

年度達成目安を下回った。既存の事業を継続

的に実施していく。

医師派遣大学寄附事業

医師研究資金貸与事業

医療施設整備等支援事業

111.7 115.0

医療介

護課

施策

37
地域医療の充実

10万人あたりの医師数

（単位：人）

45日間、24会場で実施。

同日に複数の検診を実施したり、また日曜日に

検診を実施するなど受診しやすい体制づくりを

行った。

健康づ

くり推

進課

施策

36
健康づくりの推進

自殺率の減少（10 万人当たり）

（単位：人／年）
地域精神保健促進事業

39.7 35

目標を達成した。今後も継続して啓発に取り

組む。

○

平成29年度の実績は速報値であるが、目標値

を達成した。引き続き、関係機関との連携強

化、ハイリスク者及び地域への介入の見直し

を行いながら実施する。

胃がん検診受診率

（単位：％）

健康診査事業

各種がん検診事業
17.9 18.5

自殺予防対策連絡会の設置、高齢者の討つスク

リーニング調査の実施及び訪問、専門相談とし

てのこころの健康相談、職域や地域への知識啓

発事業、ゲートキーパー研修、相談支援従事者

等研修会などの地域自殺対策事業を実施

○
年度達成目安を達成した。引き続き、複数検

診の同日実施など受診しやすい体制づくりの

検討を行い受診率向上を図る。

産業政

策課

消費生活講習会の実施回数

（単位：回／年）
6 10

行政主催講座（「出前講座」等　5件）、消費者

協会主催講座（「食品廃棄ロス削減とフードバ

ンクの活動」等　８件）の開催

◎
刑法犯発生件数が減少し、目標値を達成し

た。引き続き、現活動の継続、防犯組織の連

携を強化し、発生を抑制する。

289 180
市内各地域の防犯関連組織、警察署及び市によ

る防犯活動の実施。

防災安

全課

施策

35
防犯対策の推進

十日町警察署管内の刑法犯発生件数

（単位：件／年）

青色回転灯パトロール事業

防犯灯整備事業

◎

交通事故による死傷者数

（単位：人／年）
131 110

交通安全協会、警察署、津南町と相互連携によ

る交通安全対策や交通安全運動を実施。

◎

防災安

全課

施策

34
交通安全対策の推進

十日町警察署管内の交通事故発生件数

（単位：件／年）
112 90

◎

交通事故発生件数、交通事故による死傷者数

ともに前年に比べ増加したが年度達成目安は

達成している。事故の特徴などの分析により

重点施策を実施し、事故発生の抑制に努め

る。

引続きごみ分別アプリにより分別方法や収集

日の情報発信に努めている。資源ごみ持込み

による拠点回収量は増加しているが、一部の

資源物（紙類）のステーション収集量が引き

続き減少している。今後も市報等も含め適正

な分別方法等の情報発信に努める。

看護職員確保に向けた支援事業の実施ととも

に、看護専門学校の整備に合わせた住環境整

備などの意見交換を実施。

医療施設整備等支援事業により、開業医の確

保並びに地域医療体制の充実が図られた。

（開業２人、後継１人）

環境

エネ

ル

ギー

部

市民

福祉

部

市民

福祉

部

産業

観光

部

総務

部

総務

部
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（１）施策別

　　基本方針３　安全・安心なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

評価・検証
評価

区分

まちづくりの目標値の達成状況

未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況部名

5,964 6,223

3,551 3,454

63 60

70 49

1,720 2,040

2,072 2,085

8 11

6 12

62.4 62.5

62.4 62.5

43.7 44.2

43.7 44.3

15.3 15.2

15.3 13.0

3 7

3 6

84.8 85.4

86.2 86.7

91.7 92.3

92.1 93.0
◎

年度達成目安を上回った。引き続き、戸別訪

問や広報活動により、水洗化の促進を図る。
●

上下水

道局

施策

42
上下水道の整備

●

水洗化率（単位：％）

（水洗化人口 ÷ 処理人口）
91.1 94.0

戸別訪問による接続意識調査を継続。（中条地

区）

下水道フェアにおける水洗化のＰＲ。

漏水調査（委託）を継続。

実施地区：十日町市街地
◎

年度達成目安を大幅に達成した。引き続き、

有収率アップに向け漏水調査を推進し、経営

基盤の強化と給水サービスの向上を図る。

上水道老朽管更新事業 84.2 87.0
有収率（単位：％）

（料金対象水量 ÷ 年間総配水量）

（単位：橋） 1 21

第1浅ケ原橋、栗ノ木田橋、第8中沢橋の３橋完

了

双倉橋（繰越）

△

北新田明石町１号線、高山太子堂線、新宮野中

線、四日町新田新座線、浅河原新町新田線

年度達成目安に達しなかった。目標値達成の

ため、計画的に事業を進める。

歩道整備延長（のべ延長）

（単位：km）
道路整備事業 43.7 47

関根浅之平線、土市南ケ丘線、姿1.2号線、二ツ

屋田麦線、南新田10号線、本屋敷宮中線、干溝

市之越線、清田山線、元町中子環状線、室野山

平線、湯本兎口線、東川上鰕池線  ほか

○

交付金事業を活用し、計画通りに実施でき、

年度達成目安を達成した。今後新規路線の追

加は困難な状況であるが、引き続き、コスト

ダウンを図りながら改良率の向上に努める。

○

年度達成目安を上回った。消雪に直接関係す

る機器であることから地域が理解してくれる

よう業界の協力を仰ぎながら、水資源の保護

に取り組む。

○

交付金事業を活用し、計画通りに実施でき、

年度達成目安を達成した。今後新規路線の追

加は困難な状況であるが、引き続き、コスト

ダウンを図りながら改良率の向上に努める。

建設課
施策

41
道路網の整備

市道改良率

（単位：％）
道路整備事業 62.3 63.0

橋りょう長寿命化修繕率

（要修繕橋りょう 46 橋）

（単位：％）

社会資本メンテナンス事業

2.0 46.0

建設課
消雪パイプ用節水タイマーの設置数

（延べ）（単位：箇所）
水資源保護対策事業 5 20 おもに市が直接管理する6路線に設置

○
年度達成目安を上回った。引き続き、一般利

用者の新規獲得と田舎体験の新規校開拓に取

り組む。

1,398 3,000

・越後田舎体験の学校団体と一般体験者数の合

計。

・田舎体験プログラムとして積極的に売り込み

を実施。

昨年度からクリーン作戦の実施日を４月29日に

統一して、市内全域で取り組んでいる。エコポ

イントの付与や花苗のプレゼントなどを行い、

参加を呼び掛けている。

不法投棄の発生件数が大幅に減少するなど

し、目標値を達成した。引き続き、市報や

ホームページを活用した注意喚起や意識啓発

を行うとともに、監視体制や関係機関との連

携強化を図っていく。

観光交

流課

施策

40
水資源の確保と活用

信濃川ラフティングの利用者数

（単位：人／年）

関係機関との連携により、対応を行ってきた。

原因者が特定できた場合は指導を行った。ま

た、市報やホームページ等を活用し、公害苦情

を発生させないための注意喚起、啓発も同時に

行った。

◎
苦情処理件数

（単位：件／年）
騒音・振動・悪臭対策事業 68 50

環境衛

生課

施策

39
豊かな自然環境の保全

環境美化運動参加者数

（単位：人／年）

クリーン作戦・市民協働の森づく

り事業
5,705 △

実施日が大型連休にあたることから参加者数

が減少し、年度達成目安を達成できなかっ

た。全市統一実施のメリットを生かして、メ

イン会場のみならず、地域や学校単位で実施

した参加者も把握できるようにする。

7,000

今年度当初計画では５橋修繕予定であり、年

度目標は達成できる見込みであった。

その内３橋は今年度で完了となる見込み。

（木島川2号橋、山田橋、東猪川橋）

残り2橋の内、双倉橋はH29から繰越をして

H30に修繕を行い完了する予定であったが、

新たに修繕が必要な箇所が確認されたため、

H31に第2期工事を行う予定となった。

野中橋は全体事業費の調整が必要となったた

め来年度に繰越となる。

当事業は国の交付金事業で取り組んでおり、

今後も同事業を活用し、市の財政負担を軽減

しながら事業を進めていく。

今年度はメイン会場近傍の小中学校のみに限

らず、市内の全小中学校へ参加を呼びかけた

が、実施日が大型連休にあたることから参加

者数が減少した。今後も引続き、小中学校や

地域への積極的な参加を呼掛ける予定であ

る。

環境

エネ

ル

ギー

部

建設

部

建設

部

産業

観光

部

環境

エネ

ル

ギー

部
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（１）施策別

　　基本方針３　安全・安心なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

評価・検証
評価

区分

まちづくりの目標値の達成状況

未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況部名

500 500

506 505

695 696

700.5 977

17,000 17,000

13,514 12,405

2,734 2,800

2,099 1,816

64.8 67.6

64.2 64.6

15 17

14 16

19 21

19 20

42.0 51.4

42.0 51.4

81.1 81.4

81.1 83.3

82.7 83.1

82.7 83.6

交付金事業を活用し、年度達成目安を達成し

た。引き続き、計画的に整備を進める。
整備延長　L=0.4km ○

流雪溝整備延長

（単位：km）
流雪溝整備事業 79.1 87.7

◎
交付金事業を活用し、目標値を達成した。今

後も必要性を見極めて整備を進める。
81.7 整備延長　L=1,2km

建設課
施策

46
冬期間の交通確保

消雪パイプ整備延長

（単位：km）
消雪パイプ整備事業 78.1

計画をしていた市街第10,11計画区の調査が完了

する。次年度完了計画区の現地調査も順調に進

む。

○

予定計画区の調査が順調に完了し、年度達成

目安を達成した。今後も目標値達成に向け

て、関係者との調整とスケジュール管理を着

実に行う。

地籍調査事業 30.4 91.4
都市計

画課

施策

45

計画的な土地利用の推

進

市街地の地籍調査進捗率

（単位：％）

△

浴室設備の老朽化に伴う改修の必要性が生

じ、大規模改修が遅れ、年度達成目安に達し

なかった。今後もこれまでと同様に、大規模

改修と併せて浴室等の住戸改善を実施してい

く。

76.0

公営住宅の大規模改修棟数（延べ）

（単位：棟）
公営住宅等の長寿命化改修工事 17 26

・市営田川住宅の屋上防水改修、共用部改修工

事の実施（1棟12戸）

△
年度達成目安に達しなかった。３公園／年の

更新を実施する。

△

市営バス・乗合タクシー の利用者数

　市営バス（単位：人／年）

市営バス運行事業

予約型乗合タクシー運行事業

公園の遊具更新箇所数（延べ）

（単位：箇所）
遊具更新・修繕工事 13 24

・四ツ宮公園　ブランコ改修

・上原公園　ブランコ改修

・耐震関連補助事業を継続的に実施し、前年度

を上回る実施件数があった。[診断10(２)件、補

強設計８(２)件、改修工事４(２)件　※(　)内は

28年度実績]

・過去に耐震診断を実施した市民を対象に、耐

震補強設計や耐震改修工事に関する補助制度の

ＰＲを行った。

△

耐震改修工事の実施件数は伸び、耐震化は進

んでいるものの、耐震化工事が高額なことか

ら理解を得にくく、年度達成目安に達しな

かった。耐震診断を行った方を中心に、耐震

化の重要性をＰＲし、木造住宅耐震関連補助

事業により耐震化率の向上を図る。

木造住宅耐震診断支援事業

木造住宅耐震改修支援事業
62.0

◎
目標値を達成している。引き続き、事業者と

連携し、利用者が利用しやすい環境の整備を

図る。

都市計

画課

施策

44
住宅・公園等の整備

住宅の耐震化率

（単位：％）

利用者数が減少し、年度達成目安に達しな

かった。減少要因について、多角的な分析を

行い、運行地区の住民が利用したくなるよう

な運行体系に適宜見直しを行う。

　乗合タクシー（単位：人／年） 2,668 3,000
7地区8路線運行　1,816人

（H28：2,099人）

お散歩マップを市内小学校及び保育園、幼稚園

に配布し、利用促進を図った。

17,187 17,000

16系統運行　12,405人

（H28：13,514人）

※スクールバス利用者除く

企画政

策課

施策

43
生活交通の維持・確保

十日町駅の乗車数

　飯山線（単位：人／日）

鉄道利用促進補助

496 500

　ほくほく線（単位：人／日） 694 700

大規模改修棟数は21棟となる見込み。

・市営八幡田住宅の屋上防水改修、共用部改

修工事の実施（1棟12戸）

公園の遊具更新箇所数は19箇所となる見込み

で、年度達成目安は達成する見込みである。

・H30年度実施：３箇所

　　下川原公園：遊具更新（全体）

　　旭ヶ丘児童遊園地：砂場更新

　　中条児童遊園地：回転グローブ改修

耐震関連補助事業を引き続き実施している。

地震等の災害に備え、引き続き事業の周知に

努めている。

◆30年度補助実績見込

　診断4(10)件、補助設計2(8)件、改修工事

2(4)件

　　　※(　)内は29年度実績

予約型乗合タクシーを運行している地区でヒ

アリングを実施し、利用者の要望を聞き取り

を行い、停留所の追加、運行時間の変更等、

住民ニーズに沿った運用に努めている。

（飛渡線については、停留所の追加要望が

あったことから、国への申請手続きを行い、

平成30年12月から1箇所停留所を追加し運行

している。）

利用者の減少により路線バスの減便及び廃線

が続いていることから、市営バスの運行によ

り生活交通の確保に努めている。（六箇線）

建設

部

建設

部

建設

部

総務

部
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（１）施策別

　　基本方針３　安全・安心なまちづくり

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

行革

項目

下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

評価・検証
評価

区分

まちづくりの目標値の達成状況

未来

戦略

目標値

平成29年度の取組状況部名

59.4 60.8

60.5 61.1

◎ 〇 △ ―

11 10 14 0

40.0% 0.0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

14 8 10 3

29% 9%

基本方針名

安全・安心なまちづくり

施策数　計：16／まちづくりの目標値数　計：35

構成割合

評価区分

評価区分

63%

構成割合 60.0%

安全・安心なまちづくり

施策数　計：16／まちづくりの目標値数　計：35

◎
年度達成目安を上回った。引き続き、克雪す

まいづくり支援事業を広くＰＲし、克雪化を

推進していく。

58.0 65.0

克雪すまいづくり支援事業を継続的に実施した

ことにより、克雪化の進捗を図ることができ

た。

基本方針名

都市計

画課

施策

47
克雪・利雪対策の充実

住宅の克雪化率

（単位：％）

克雪すまいづくり支援事業

克雪住宅づくり資金貸付事業

建設

部
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（１）施策別

　　基本方針４　まちづくりの推進に向けて

H28 H29 H32

(c)

4 5

4 5

70 90

166 137

5 5

4 2

2.00 2.00

2.05 1.34

実施 実施

実施 実施

一部実施 一部実施

一部実施 一部実施

5 7

（H28） （H28~29合計）

5 5

（H28） （H28~29合計） （H28~32合計）

95.0未満 95.0未満

95.2 95.3

平成30年度の取組状況等

ほぼ前年同様の＋0.1ポイントの微増となった。

○
チャレンジ目標制度を実施し、年度達成目安

を達成している。引き続き、制度を継続し、

目標管理制度実施につなげる。

●△

新規導入施設がなく、年度達成目安に達しな

かった。H29年度は指定管理施設のうち１施

設を売却。指定管理施設であっても、廃止や

売却が見込まれる施設が出てくれば、それを

優先的に検討するため、導入施設が減少して

いくことも有り得る。

△

目標値を超えたため未達成となった。交付税

等の歳入が減少する中、市民サービスの向上

や少子化対策、交流人口の増加施策などの事

業費を確保する必要があることから、歳出経

常一財の大幅な削減が困難な状況となってお

り、経常収支比率の増加に繋がった。事務事

業のスクラップアンドビルドの更なる強化を

図り、歳出経常一財を削減することにより、

H32年度の目標値達成を目指す。

●

●

財政課

施策

51
健全な財政運営

経常収支比率（一般会計） ― 92.7

新規導入施設なし。

更新2施設、指定管理廃止1施設、売却に伴う指

定管理廃止3施設となった。

― 18

95.0未満

地域自治組織パワーアップ事業 実施

件数（単位：件／年）
地域自治推進事業交付金 3

●

目標管理制度の実施
チャレンジ目標制度

目標管理制度
実施

人事評価を年２回実施人事評価制度の実施 人事評価事業 実施

チャレンジ目標制度を実施

とおかまち知恵出しプレゼンテーショ

ン事業実施件数（単位：件／年）
とおかまち市民活動助成金事業 ― 5

協働のまちづくり推進事業委託事業の中で、市

民交流センター分じろうにおいて実施した。
◎

市民活動相談窓口の利用件数

（単位：件／年）
協働のまちづくり事業 50 150

●2.50 研修参加述べ683人／職員数508人

年度達成目安を大幅に達成した。引き続き、

中間支援組織としての相談窓口の浸透を図

る。

目標値を達成した。引き続き、事業の周知を

図り、積極的な地域づくりを支援する。
○

△
目標値を下回った。引き続き、職員の研修参

加を促すとともに、参加しやすい環境整備を

図る。

所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

5

目標値

平成29年度の取組状況

上段：年度達成目安(b)

企画政

策課

施策

48

下段：年度達成状況(d)

地域自治の推進

行革

項目

未来

戦略

地域活性化型：西部・中条飛渡・水沢・下条

移住促進型：水沢

評価

区分
評価・検証

総務課

施策

50

効果的・効率的な行政

運営

職員研修への年間参加回数

（単位：回／人）
職員研修事業 1.05

企画政

策課

施策

49
市民活動の推進

今後も引き続き交付税等の歳入が減少するこ

とから、経常収支比率の増加傾向は数年続く

見込みであり、30年度以降も増加する見込で

ある。

指定管理者制度の新規導入施設はなし。今後

廃止や売却が見込まれる施設が出てくれば、

そちらを優先的に検討するため、導入施設が

減少していくことも有り得る。

H30年度実績見込みは1.51

研修参加述べ761人／職員数504人

例年の周知（HP・SNS等）のほかに、公民館

にチラシを配架してもらい、声かけの協力を

直接依頼するなど周知を図った。その結果、

市民活動の推進にあたっては、市民交流セン

ター「分じろう」にて中間支援組織「NPOひ

とサポ」による各団体等の取り組み支援とし

て相談業務を行っている。

とおかまち市民活動助成金については、H30

年度より単に団体のみの活動に対して助成す

るのではなく、事業効果が広く地域に及ぶも

のを対象とすることとしたため採択件数は減

少している。しかし、申請には至らなかった

ものの、水沢・松之山・中条の団体から相談

を受けるなど、周知の効果が表れている。

とおかまち市民活動助成金として実施した。

人事評価を年２回実施し、目標を達成してい

る。引き続き、人事評価制度を実施する。
●○

△

目標値を下回った。周知を継続しつつ、助成

金の申請状況を注視し、申請が少ない場合は

方法の見直しを含め、再度の周知を行ってい

く。

まちづくりの目標値の達成状況

部名

総務部

総務部

総務部

総務部

総務部

財政課
指定管理者制度の新規導入施設数

（単位：施設数）
―
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（１）施策別

　　基本方針４　まちづくりの推進に向けて

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

目標値

平成29年度の取組状況

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d) 行革

項目

未来

戦略

評価

区分
評価・検証

まちづくりの目標値の達成状況

部名

30.2 30.5

30.2 21.0

439.3 457.2

439.3 451.0

追加実施 追加実施

追加実施 追加実施

実施 実施

実施 実施

96.5 96.5

96.5 96.6

703,967 711,725

754,972 844,242

トップページのレイアウト改修により新着情

報・イベントなどの情報をより目につきやすい

よう配置した。また、公式英語サイトを構築

し、外国人へのアクセス対応も拡充した。

735,000

企画政

策課

施策

52

情報の発信力強化と広

聴活動の推進

ホームページの年間アクセス数

（単位：回／年）
ホームページ運営事業 696,209 ◎

積極的な情報発信に加え、定期的なマイナ

チェンジによりアクセス数が増加し、目標値

を大幅に上回った。今後は、トップページに

ふるさと納税のバナーを大々的に表示させ、

新しい角度からアクセス数の増加を目指す。

早期に滞納者との接触を図り、生活状況の把握

に努め、それぞれの実態に応じた滞納処分を

行った。

一括納付が困難な場合、滞納者に完納計画の作

成とその実行を求めた。また、納税意識のない

滞納者には、善良な納税者との公平性を保つた

め、滞納者の財産を調査し、差押等の滞納処分

を行った。

さらに、インターネット公売を５回実施し、そ

の内容を市報・ホームページに掲載すること

で、納税意識の高揚を図った。

税務課
市税等（６項目）の収納率

（単位：％）
－ 96.5 96.5 ○

目標値を達成している。引き続き、現在の取

組を継続・強化し、さらには滞納処分につい

ての有効な手法等の調査・研究を行ってい

く。

●

●

公共施設等総合管理計画の策定・推進 公共施設等総合管理計画の策定 実施
旧松之山中学校、教員住宅2施設の解体

松之山地域内宿泊施設の売却

○

廃止・休止・縮小事業を選定し一定規模のス

クラップアンドビルドを実行し、目標を達成

した。引き続きスクラップアンドビルドの更

なる強化を図る。

●

○

公共施設等総合管理計画の推進を図り、解

体、売却できた施設があり、年度達成目安を

達成したと言える。今後、行動計画としての

個別計画の作成を進める。ただし、個別計画

の有無に関わらず遊休施設の解体等を検討し

ていく。

●

●

事務事業の整理・統合・廃止 ― 実施 追加実施
予算編成時に廃止等検討事業を選定、事業課調

整し45,660千円を削減した。

合併特例債や過疎債などの優良債の増により、

地方債残高は対前年比で1,170,153千円増加し

た。

○

年度達成目安ベースで推移している。H30～

31年度に計画されている投資事業がピークを

迎えるため地方債残高は上昇していくが、

H32年度以降は下降し、残高は減少していく

ものと見込む。

地方債残高（一般会計）

（単位：億円）
― 445.7

467.0

未満

年度達成目安に達しなかった。今後、交付税

の削減が進んでいく中で、基金の大幅な積立

ては困難な状況になると見込むが、H32年度

目標の32億円に向けて計画的に積み増しを

行っていく。

●△

財政課

施策

51
健全な財政運営

当初予算で5億円の取崩しを計上していたが、除

排雪経費の増加に伴い繰入額が増加したため、

保有額は標準財政規模の約10%相当額となっ

た。

財政調整基金保有額（一般会計）

（単位：億円）
― 25.9 32.0

除排雪経費の多寡により繰入額が増減する可

能性があるが、現時点では当初予算に計上し

た４億円を繰り入れざるを得ない状況であ

り、年度末基金残高は17億円となる見込であ

る。

総務部

総務部

総務部
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（１）施策別

　　基本方針４　まちづくりの推進に向けて

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等所管課 施策名 まちづくりの目標値 主要事業
基準値

(a)

目標値

平成29年度の取組状況

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d) 行革

項目

未来

戦略

評価

区分
評価・検証

まちづくりの目標値の達成状況

部名

560 570

497 466

14.14 18.10

8.52 12.00

17.5 19.4

22.2 25.7

◎ 〇 △ ―

3 7 7 0

41.2% 0.0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

2 11 4 0

24% 0%

◎ 〇 △ ―

26 44 45 3

38.1% 2.5%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

41 40 31 6

26% 5%

市長とふれあいトーク（10回、288人）

サタデー市長室（2回、11人）

市長への便り（167人）
600

施策数　計：53／まちづくりの目標値数　計：118

評価区分

30.0

25.0

基本方針名

構成割合 69%

まちづくりの推進に向けて

施策数　計：6／まちづくりの目標値数　計：17

構成割合 58.8%

総計

基本方針名

まちづくりの推進に向けて

施策数　計：6／まちづくりの目標値数　計：17

構成割合

評価区分

76%

総計

施策数　計：53／まちづくりの目標値数　計：118

構成割合 59.3%

評価区分

評価区分

オンライン手続きの周知 ◎
年度達成目安を大幅に上回り、目標値を達成

した。引き続き、周知を行うとともに、オン

ライン申請できる事務の増加を図る。

目標値に至らなかった。その設置目的から委

員の公募が困難な審議会等を除き、公募委員

の登用について各課へ働きかけ、目標達成を

目指す。

●

公募委員の登用状況の把握に併せて、審議会等

を所管する所属へ周知を行ったが、目標に至ら

なかった。

△

総務課
施策

53

高度情報化社会への対

応

申請・届出等手続における オンライ

ン利用率（単位：％）

審議会等における公募委員の割合

（単位：％）
10.18

情報利活用普及啓発事業 15.6

企画政

策課

施策

52

情報の発信力強化と広

聴活動の推進

広聴活動への市民の参画人数

（単位：人／年）

市長とふれあいトーク、サタデー

市長室、市長への便り
557 △

H29年度から市長とふれあいトークの開催手

法の見直しを行い調整に時間を要したために

開催回数が減少し、年度達成目安は未達成で

あった。今後は地元も含めた日程調整を早期

に行い、年間20回程度の開催を目指す。特に

山間地を重点的に回り、随時集落視察を行う

など、幅広く市民の声を聴いていく。

●

委員総数の減や改選のあった審議会等があっ

たため、公募委員の割合は若干増加する見込

みである。専門的な審議や識見を有する者で

ある必要があることから公募が馴染まない審

議会等がある。

①市長とふれあいトークについては、平成30

年度は対象集落を「高齢化率の高い集落」に

重点を置くこととしたため、必然的に参加対

象者数が減少しているが、４月以降、月に２

回ペースで開催し、今年度18回の実施を見込

んでいる。

②市長への便りについては、年2回の市報折込

を行い、12月末時点で118人の便りを受領し

ており、3月末までで合計170人程度を見込ん

でいる。

③サタデー市長室については、市報で開催案

内を行っているが、12月末時点で申し込みは

なく、今年度は現時点で０件を見込む。

総務部

総務部
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（２）未来戦略別

H28 H29 H32

(c)

小学3~6年生 小学3~6年生 小学3~6年生 小学3~6年生

96.8 96.8

94.8 95.0

中学生 中学生 中学生 中学生

88.8 88.8

88.7 90.1

小学6年生 小学6年生 小学6年生 小学6年生

86.7 87.1

82.2 84.4

中学3年生 中学3年生 中学3年生 中学3年生

73.2 74.2

71.3 75.2

250 250

（H28） （H28~29平均）

249 234.5

（H21~26平均） （H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

36 36

（H28） （H28~29平均）

102 132.5

（H21~26平均） （H28） （H28~29平均） （H29~32平均）

5.0 5.0

（H28） （H28~29平均）

10.0 10.0

（H21~26平均） （H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

14.0 14.0

（H28） （H28~29平均）

13.0 20.0

（H28） （H28~29平均） （H28~32平均）

平成30年度の取組状況等

子育て

教育部

産業観

光部

総務部

産業観

光部

部名 評価・検証
評価

区分

13,14,15,

16,27,28,

30

①大地の芸術祭の里ブラン

ドの構築と外国人誘客の推

進

②地域資源の活用と交流の

拡大

③移住の促進

86.3 88.0

14.0

72.2

将来の夢や希望を持っている児童生徒

の割合（単位：％）

（全国学力・学習状況調査の質問）

96.8 96.8

3

新規就農者数

（単位：人／年）

88.8 88.8

1
次代を担う「人

財」を育てます

①知育

②心の教育（徳育）

③体力づくり（体育）

2,4,5,28

農林課

新規創業件数 ※創業支援事業対象者

（単位：件／年）

3.2 5.0

◎

就農相談の実施等により目標値を上回った。

引き続き、首都圏等でのイベントPRや関係機

関と連携した随時就農相談に応じ、新規就農

希望者への支援を行っていく。

◎
目標を大幅に達成した。引き続き、補助制度

の活用促進と新規創業者の発掘に取り組む。

・未来を拓く創造応援事業による補助

・ビジネスコンテストの開催

・創業塾の開催

・定期創業相談の実施

産業政

策課

8.6

新しい力で産業を

活性化します

18,22,23,

24

①人材育成・人材確保

②創業・新規ビジネスサ

ポート

③農業の担い手づくり 首都圏での就農イベントに出席したことと関係

機関と連携して随時就農相談を行った。雇用就

農が多く、目標を大きく上回る結果となった。

H29年度新規就農者：27名

定住促進助成事業による26世帯70人を中心に

120人の移住者の獲得につなげることがで

き、目標値を達成した。引き続き、庁内他課

と連携して、移住支援制度の発信、周知に努

めるとともに、「移住体験ツアー」で当市を

見聞する機会を通して、魅力を発信し、移住

定住者の獲得につなげていく。

2

△

イベント時の悪天候が影響し、交流人口の大

幅な減となり、目標値を達成しなかった。

H30年度は大地の芸術祭アートトリエンナー

レ2018の開催年であることから入込の大幅な

増加を目指す。

○

首都圏で開催された６回のセミナー等に移住相

談ブースを設け、庁内横断的に移住定住支援制

度の紹介を行った。「十日町市移住体験ツ

アー」として移住検討者から当市にお越しいた

だく機会を新たに設け、当市の魅力を実感いた

だいた。

十日町市への人の

流れを加速します

移住者数（市や県の移住促進事業を活

用して移住した人数）

（単位：人／年）

16

△

小学３～６年生では目標値より下回ったが、

中学生では目標値を達成した。引き続き、ふ

るさとの自然や文化等を活用した学習活動を

実施するほか、市内小５～中３の児童生徒全

員に配布した地域の魅力などを学ぶための

「ふるさと教材」を活用して、郷土愛の醸成

に取り組む。

小中一貫教育による、小中間で連携した「挨拶

運動」「部活動体験」「ようこそ先輩」などの

取組を支援した。

ふるさとの自然や文化等を活用した学習活動を

通じて、郷土愛の醸成に取り組んだ。

住む地域や十日町市が好きと思う 児

童生徒の割合（単位：％）

（十日町市小中一貫教育取組評価の質

問）

企画政

策課

150

観光交

流課

交流人口　※観光動態調査

（単位：万人）

242 250

学校教

育課

77.0

まちづくりの目標値の達成状況

大地の芸術祭2018アートトリエンナーレが開

催され過去最高の54万人の入込となった。大

地の芸術祭により他の観光施設等にも好影響

があり、目標を達成する見込みである。

昨年度に引き続き、小中一貫教育による小中

間で連携した取り組みを実践し、将来の夢や

希望を持っている児童生徒の割合の増加を

図っている。今後も取り組みの継続により、

年度達成目安の達成を目指す。

昨年に引き続きふるさと信濃川教室を実施し

たほか、小5～中3の児童生徒全員に配布した

ふるさと教材を副教材として活用して、郷土

愛の醸成に取り組んだ。平成30年度は各校で

大地の芸術祭を活用して地域の魅力に触れて

もらう学習活動に取り組んだ（学校数29校全

校予定していたが、吉田中学校が当日台風で

中止）。

所管課 未来戦略名 まちづくりの目標値
基準値

(a)

前期基本

計画関係

施策No.

施策の方向

目標値

平成29年度の取組状況
下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

△

小学６年生では前年より割合が増加したもの

の年度達成目安に達しなかったが、中学３年

生では年度達成目安を上回った。引き続き、

自立して社会で生きる子どもの育成を目指

し、キャリア教育を推進していく。
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（２）未来戦略別

H28 H29 H32

(c)

平成30年度の取組状況等部名 評価・検証
評価

区分

まちづくりの目標値の達成状況

所管課 未来戦略名 まちづくりの目標値
基準値

(a)

前期基本

計画関係

施策No.

施策の方向

目標値

平成29年度の取組状況
下段：年度達成状況(d)

上段：年度達成目安(b)

5,523 6,480

5,523 6,773

2.1 2.2

1.84 2.3

938 948

821 892

◎ 〇 △ ―

3 3 3 0

33% 0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

3 3 3 0

33% 0%

市民福

祉部

環境エ

ネル

ギー部

再生可能エネルギーの創出量

（単位：メガワット／年）
4,838

市内電力消費量に対する再生エネル

ギーの割合（単位：％）
1.5

新規介護認定者数

（単位：人／年）
1,076

○

未来戦略

戦略数　計：５　／　目標指標数　計：9

構成割合

評価区分

67%

構成割合 67%

未来戦略

①早期発見・早期治療

②健康づくりの推進

③高齢者の居場所づくり

④認知症に対する支援体制

8,9,36

再生可能エネルギーの利用が進み、年度達成

目安を達成した。引き続き、再生可能エネル

ギーの積極的な利用に向けた取組みを加速さ

せる。

6.7

（一般家庭への補助）

・太陽光6件、地中熱2件、ペレットストーブ12

件

（公共施設）

・太陽光１件、下水熱１件導入

戦略数　計：５　／　目標指標数　計：9

評価区分

◎
目標値よりも新規介護認定者数が減少し、目

標を達成した。引き続き、介護予防の推進を

図る。

予防給付サービスのうち、「介護予防訪問介

護」「介護予防通所介護」が「介護予防・生活

支援事業」に移行され、基準を緩和した新たな

訪問サービス、通所サービスを実施した。

○
エネル

ギー政

策課・

環境衛

生課

再生可能エネル

ギーを最大限創り

出します

4

健康な高齢者を増

やします
5

①地域資源の活用

②意識啓発と利用エネル

ギーの転換

38,42

医療介

護課
980

20,000

公共施設への再エネ利用機器を２台導入し、

家庭用再エネ利用機器の導入補助も伸び、年

度達成目安を上回った。引き続き、再エネ利

用設備の積極的な導入と、市民への普及啓発

の推進を図る。

（一般家庭への補助）

・太陽光6件、地中熱2件、ペレットストーブ12

件

（公共施設）

・太陽光１件、下水熱１件導入
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（３）行政改革項目別

　　①市民との協働・情報共有

H28 H29 H32

(c)

14.14 18.10

8.52 12.00

25.6 28.0

22.7 23.0

5 5

4 2

703,967 711,725

754,972 844,242

560 570

497 466

◎ 〇 △ ―

1 0 4 0

80% 0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

1 0 4 0

80% 0%

総務部
企画政

策課

平成30年度の取組状況等部名

①市民との協働・情報共有

取組項目　計：２／まちづくりの目標値数　計：５

構成割合 20%

行政改革項目名 評価区分

①市民との協働・情報共有

取組項目　計：２／まちづくりの目標値数　計：５

構成割合 20%

△

H29年度から市長とふれあいトークの開催手法の見直しを

行い調整に時間を要したために開催回数が減少し、年度達

成目安は未達成であった。今後は地元も含めた日程調整を

早期に行い、年間20回程度の開催を目指す。特に山間地

を重点的に回り、随時集落視察を行うなど、幅広く市民の

声を聴いていく。

積極的な情報発信に加え、定期的なマイナチェンジにより

アクセス数が増加し、目標値を大幅に上回った。今後は、

トップページにふるさと納税のバナーを大々的に表示さ

せ、新しい角度からアクセス数の増加を目指す。

トップページのレイアウト改修により新着情報・イベントなどの

情報をより目につきやすいよう配置した。また、公式英語サイト

を構築し、外国人へのアクセス対応も拡充した。

行政改革項目名 評価区分

市長とふれあいトーク（10回、288人）

サタデー市長室（2回、11人）

市長への便り（167人）

◎

情報の共有化の

推進
52

情報の発信

力強化と広

聴活動の推

進

ホームページの年間アクセス数

（単位：回／年）
696,209 735,000

△
目標値を下回った。周知を継続しつつ、助成金の申請状況

を注視し、申請が少ない場合は方法の見直しを含め、再度

の周知を行っていく。

49

広聴活動への市民の参画人数

（単位：人／年）
557 600

12

女性が活躍

しやすい社

会の実現

審議会等の女性委員の割合

（単位：％）
23.2 35.0

△
目標値に至らなかった。その設置目的から委員の公募が困

難な審議会等を除き、公募委員の登用について各課へ働き

かけ、目標達成を目指す。

△
登用率が減少傾向にある。

審議会等への呼びかけを継続するほか、女性登用率の庁内

への公開を実施し、意識向上を図る。

とおかまち市民活動助成金として実施した。

女性登用率向上に向け、審議会等への呼びかけを実施したが、登

用率が下がった団体があり、全体での女性登用率も下がることと

なった。

市民の参画と協

働の推進

52

情報の発信

力強化と広

聴活動の推

進

審議会等における公募委員の割合

（単位：％）
10.18 30.0

― 5
市民活動の

推進

とおかまち知恵出しプレゼンテーショ

ン事業実施件数（単位：件／年）

①市長とふれあいトークについては、平成30年度は対象集落を

「高齢化率の高い集落」に重点を置くこととしたため、必然的に

参加対象者数が減少しているが、４月以降、月に２回ペースで開

催し、今年度18回の実施を見込んでいる。

②市長への便りについては、年2回の市報折込を行い、12月末時

点で118人の便りを受領しており、3月末までで合計170人程度

を見込んでいる。

③サタデー市長室については、市報で開催案内を行っているが、

12月末時点で申し込みはなく、今年度は現時点で０件を見込む。

所管課 施策名 まちづくりの目標値
基準値

(a)

上段：年度達成目安(b)

委員総数の減や改選のあった審議会等があったため、公募委員の

割合は若干増加する見込みである。専門的な審議や識見を有する

者である必要があることから公募が馴染まない審議会等がある。

下段：年度達成状況(d)
目標値

平成29年度の取組状況

公募委員の登用状況の把握に併せて、審議会等を所管する所属へ

周知を行ったが、目標に至らなかった。

まちづくりの目標値の達成状況

評価・検証
評価

区分

女性登用率について、審議会等別及び部局別の集計結果を庁内に

周知し、意識向上を図った。

今後、引き続き審議会等への呼びかけを行うほか、県内市町村と

比較した十日町市の現状と、女性の社会参加の必要性について庁

内に分かりやすく周知する。

例年の周知（HP・SNS等）のほかに、公民館にチラシを配架し

てもらい、声かけの協力を直接依頼するなど周知を図った。その

結果、市民活動の推進にあたっては、市民交流センター「分じろ

う」にて中間支援組織「NPOひとサポ」による各団体等の取り組

み支援として相談業務を行っている。

とおかまち市民活動助成金については、H30年度より単に団体の

みの活動に対して助成するのではなく、事業効果が広く地域に及

ぶものを対象とすることとしたため採択件数は減少している。し

かし、申請には至らなかったものの、水沢・松之山・中条の団体

から相談を受けるなど、周知の効果が表れている。
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　　②行政運営の効率化

H28 H29 H32

(c)

0 0

0 0

5 7

（H28） （H28~29合計）

5 5

（H28） （H28~29合計） （H28~32合計）

84.8 85.4

86.2 86.7

91.7 92.3

92.1 93.0

2.00 2.00

2.05 1.34

実施 実施

実施 実施

一部実施 一部実施

一部実施 一部実施

◎ 〇 △ ―

2 3 2 0

29% 0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

2 5 0 0

0% 0%

総務部

環境エ

ネル

ギー部

総務部

市民福

祉部

まちづくりの目標値の達成状況

平成30年度の取組状況等
評価

区分
評価・検証部名

行政改革項目名 評価区分

②行政運営の効率化

取組項目　計：３／まちづくりの目標値数　計：７

構成割合 100%

行政改革項目名 評価区分

②行政運営の効率化

取組項目　計：３／まちづくりの目標値数　計：７

構成割合 71%

目標管理制度の実施 実施 チャレンジ目標制度を実施

○
人事評価を年２回実施し、目標を達成している。引き続

き、人事評価制度を実施する。

○
チャレンジ目標制度を実施し、年度達成目安を達成してい

る。引き続き、制度を継続し、目標管理制度実施につなげ

る。

人事評価を年２回実施

△
目標値を下回った。引き続き、職員の研修参加を促すとと

もに、参加しやすい環境整備を図る。
研修参加述べ683人／職員数508人

総務課
職員の意識改革

と人材育成
50

効果的・効

率的な行政

運営

職員研修への年間参加回数

（単位：回／人）
1.05 2.50

◎
年度達成目安を上回った。引き続き、戸別訪問や広報活動

により、水洗化の促進を図る。

人事評価制度の実施 実施

◎
年度達成目安を大幅に達成した。引き続き、有収率アップ

に向け漏水調査を推進し、経営基盤の強化と給水サービス

の向上を図る。

漏水調査（委託）を継続。

実施地区：十日町市街地

91.1 94.0
戸別訪問による接続意識調査を継続。（中条地区）

下水道フェアにおける水洗化のＰＲ。

上下水

道局

地方公営企業の

経営健全化
42

上下水道の

整備

有収率（単位：％）

（料金対象水量 ÷ 年間総配水量）
84.2 87.0

△

新規導入施設がなく、年度達成目安に達しなかった。H29

年度は指定管理施設のうち１施設を売却。指定管理施設で

あっても、廃止や売却が見込まれる施設が出てくれば、そ

れを優先的に検討するため、導入施設が減少していくこと

も有り得る。

新規導入施設なし。

更新2施設、指定管理廃止1施設、売却に伴う指定管理廃止3施設

となった。

水洗化率（単位：％）

（水洗化人口 ÷ 処理人口）

財政課 50

効果的・効

率的な行政

運営

指定管理者制度の新規導入施設数

（単位：施設数）

― 18

平成29年度は、保護者と受託法人及び市が三者協議会の席で話し

合いを進め、平成30年度の２民営化（中里、松代）への準備を

行った。

保育園の民営化数（延べ）

（単位：園）
1 4

子育て

支援課

民間活力の導入

1
保育・幼児

教育の充実
○

平成30年度の２園民営化（中里、松代）に向けて、保護

者、受託法人、市での三者協議会での話し合いを行い、順

調に準備が進んだ。引き続き、民営化に向けて進めてい

く。（H32民営化予定：千手、水沢）

所管課 施策名 まちづくりの目標値
基準値

(a)

上段：年度達成目安(b)

下段：年度達成状況(d)
目標値

29年度の取組状況

指定管理者制度の新規導入施設はなし。今後廃止や売却が見込ま

れる施設が出てくれば、そちらを優先的に検討するため、導入施

設が減少していくことも有り得る。

H30年度実績見込みは1.51

研修参加述べ761人／職員数504人
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　　③財政運営の適正化

H28 H29 H32

(c)

95.0未満 95.0未満

95.2 95.3

30.2 30.5

30.2 21.0

439.3 457.2

439.3 451.0

実施 実施

実施 実施

追加実施 追加実施

追加実施 追加実施

96.5 96.5

96.5 96.6

◎ 〇 △ ―

0 4 2 0

33% 0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

0 5 1 0

17% 0%

◎ 〇 △ ―

3 7 8 0

44.4% 0.0%

（参考：H28年度達成状況）

◎ 〇 △ ―

3 10 5 0

28% 0%

総務部

まちづくりの目標値の達成状況

税務課 自主財源の確保
市税等（６項目）の収納率

（単位：％）
96.5 96.5

予算編成時に廃止等検討事業を選定、事業課調整し45,660千円

を削減した。

財政課

経費の削減

実施

平成30年度の取組状況等評価・検証
評価

区分
部名

下段：年度達成状況(d)
目標値

29年度の取組状況所管課 施策名 まちづくりの目標値

取組項目　計：８／まちづくりの目標値数　計：18

構成割合 72%

行政改革項目　総計
評価区分

取組項目　計：８／まちづくりの目標値数　計：18

構成割合 55.6%

行政改革項目　総計
評価区分

取組項目　計：３／まちづくりの目標値数　計：６

構成割合 83%

行政改革項目名 評価区分

③財政運営の適正化

取組項目　計：３／まちづくりの目標値数　計：６

構成割合 67%

○
目標値を達成している。引き続き、現在の取組を継続・強

化し、さらには滞納処分についての有効な手法等の調査・

研究を行っていく。

早期に滞納者との接触を図り、生活状況の把握に努め、それぞれ

の実態に応じた滞納処分を行った。

一括納付が困難な場合、滞納者に完納計画の作成とその実行を求

めた。また、納税意識のない滞納者には、善良な納税者との公平

性を保つため、滞納者の財産を調査し、差押等の滞納処分を行っ

た。

さらに、インターネット公売を５回実施し、その内容を市報・

ホームページに掲載することで、納税意識の高揚を図った。

計画的な財政運

営

51
健全な財政

運営

行政改革項目名 評価区分

③財政運営の適正化

○

公共施設等総合管理計画の推進を図り、解体、売却できた

施設があり、年度達成目安を達成したと言える。今後、行

動計画としての個別計画の作成を進める。ただし、個別計

画の有無に関わらず遊休施設の解体等を検討していく。

事務事業の整理・統合・廃止 実施 追加実施

旧松之山中学校、教員住宅2施設の解体

松之山地域内宿泊施設の売却

○
廃止・休止・縮小事業を選定し一定規模のスクラップアン

ドビルドを実行し、目標を達成した。引き続きスクラップ

アンドビルドの更なる強化を図る。

公共施設等総合管理計画の策定・推進

地方債残高（一般会計）

（単位：億円）
445.7

467.0

未満

当初予算で5億円の取崩しを計上していたが、除排雪経費の増加

に伴い繰入額が増加したため、保有額は標準財政規模の約10%相

当額となった。

○

年度達成目安ベースで推移している。H30～31年度に計画

されている投資事業がピークを迎えるため地方債残高は上

昇していくが、H32年度以降は下降し、残高は減少してい

くものと見込む。

合併特例債や過疎債などの優良債の増により、地方債残高は対前

年比で1,170,153千円増加した。

△

目標値を超えたため未達成となった。交付税等の歳入が減

少する中、市民サービスの向上や少子化対策、交流人口の

増加施策などの事業費を確保する必要があることから、歳

出経常一財の大幅な削減が困難な状況となっており、経常

収支比率の増加に繋がった。事務事業のスクラップアンド

ビルドの更なる強化を図り、歳出経常一財を削減すること

により、H32年度の目標値達成を目指す。

財政調整基金保有額（一般会計）

（単位：億円）
25.9 32.0

ほぼ前年同様の＋0.1ポイントの微増となった。経常収支比率（一般会計） 92.7 95.0未満

△

年度達成目安に達しなかった。今後、交付税の削減が進ん

でいく中で、基金の大幅な積立ては困難な状況になると見

込むが、H32年度目標の32億円に向けて計画的に積み増し

を行っていく。

基準値

(a)

上段：年度達成目安(b)

今後も引き続き交付税等の歳入が減少することから、経常収支比

率の増加傾向は数年続く見込みであり、30年度以降も増加する見

込である。

除排雪経費の多寡により繰入額が増減する可能性があるが、現時

点では当初予算に計上した４億円を繰り入れざるを得ない状況で

あり、年度末基金残高は17億円となる見込である。
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